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   令和元年１２月４日（２） 

開議 １０時００分 

○副議長 岡本清靖君 

 皆さん、おはようございます。 

本日は、大村ふれあい学級をはじめ、市民の多くの皆様方が傍聴にお見えになっており

ます。本当に関心を持っていただき、ありがとうございます。期待に応えるよう議員もし

っかりと質問し、執行部も答弁すると思いますので、楽しんで傍聴していただきたいと思

います。 

 ただいまの出席議員は、１２名であります。 

それでは、これより本日の会議を開きます。 

 日程第１ 一般質問１日目を行います。 

順次、質問を許可します。 

爪丸裕和議員の一般質問を行います。 

爪丸裕和議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 おはようございます。トップバッターとのことであります。早速ですが、発言通告に従

いまして、一般質問をさせていただきます。 

 まず、最初に少子化問題について、を質問させていただきます。 

御承知のように我が国のですね、この出生数というものが２０１６年に１００万人を割

り込んだというようなことで、それから続けて２０１７年、２０１８年と、そしてことし

２０１９年には９０万人を切るであろうと、割り込むであろうというようなことも言われ

ております。人口問題研究所のこれは予想によりますと、２０２１年には９０万人を割り

込むんじゃないかと、このように言われていたわけでありますが、その予想をですね、２

年も早め、そして９０万人を割るというような、まさにこの深刻な状況にあります。 

 人口の出生数のですね、この推移をちょっと見てみますと、団塊の世代と言われました、

あの第１次ベビーブームが１９４９年ですかね、この年までに生まれた方々が第１次ベビ

ーブームと言われまして、その後が１９５０年からは、出生数がずっと右肩が下がり、６

０年ぐらいが大体底としてですね、それからまた回復の傾向にあり、１９７１年ですかね、

これから３年ぐらいですか、これを承知のように、第２次ベビーブームと言われまして、

そこの要因と言いますか、原因になったのは、やはりその第１次ベビーブームで生まれた

方々が、ちょうどその結婚の適齢期を迎えたその時代にあったんではないだろうかと。 

 それからいくんであれば、第２次ベビーブームに生まれた方々がちょうど結婚の適齢期

ですね、現在ちょっと結婚の適齢期が遅れたと言いながらも、２０００年代に入り、幾ら

か右肩が出生数の回復に本来ならつながっていくべきではないだろうかというような予想
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に反して、さらなるこの右肩が下がる傾向にあるわけであります。 

 そこに何があるのかと言いますと、やはりこの９０年ですね、バブル経済の崩壊により

就職の氷河期を迎えました。安定した就職に付くことができずですね、非正規雇用者が次

から次へと溢れ、やはりその所得というものと出生数というものが、やはり幾らかその関

係があるのではないだろうかと。一概に原因がそこにあるとは一概に言い切れませんが、

その原因の一つではないかとは思われますが、いずれにいたしましても、先ほどお話しし

ました９０万人を割り込むようなこの状況を見てですね、これはやはり国家の、この国の

存亡に関わる問題である、というのが私の位置付けであります。 

 前回の一般質問、ちょっと時間がありませんでですね、この点について、当然これは国

としても本腰に、本格的にですね、取り組んでいただくべきだろうと思うし、ただ国だけ

じゃなしに、この地方自治体としてどのようにこれを位置付け、どのように取り組んでい

くかというのが、やはり最重要な課題ではないかというふうに位置付けております。 

 そこで、まず、最初に市長のほうに、この点に少子化についてのお考えですね。そして

執行部のほうからこの取り組み、少子化対策への取り組みについての御答弁を求めます。 

○副議長 岡本清靖君 

 市長、答弁。 

○市長 後藤元秀君 

 おはようございます。少子化対策を取り上げていただきました。少子化対策というのは、

我々基礎自治体はもちろんではございますが、日本にとって一番大きな課題の一つだろう

と思います。 

 我々が生まれる前に育った方々、団塊の世代を含めて戦前も大家族、子だくさんという

のが日本の良い意味での文化でございましたが、戦後、これを少なく産んで大事に育てれ

ばという、確かこれ記憶によると、イスラエルの学者が日本の戦後に取り入れたと聞いて

おります。 

 その大家族を、ある意味でのＧＨＱの政策によって、核家族化、ニューファミリーとい

う言葉も生まれたように、少なく産んで、それぞれ独立して子育てをしていくという流れ

ができました。一時的には、これで良い流れができたんだろうと思いますが、そのツケが、

いま少子化というかたちで、我々の目の前に大きく立ちはだかっております。 

 社会保障制度、保険、年金などですね、下半身が小さくなれば必ず負担が大きく若い人

たちに負担が増えて、制度そのものが崩壊していくという、この流れがいま出ているわけ

でございますが、社会全体がもたなくなっている。また若い人が少ない、子どもが少ない

国というのは、やはり衰えの方向にいかざるを得ないという、そういう国としての大きな

流れの中で、我々基礎自治体は、出会い、結婚までの出会い、そして結婚、出産、そして

子育て、教育、各分野を担ってきているわけでございます。 
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 それぞれに担当部署があります。後ほど報告はさせていただくということになりますが、

それぞれ人がかかり、お金がかかるわけでございます。手厚くやりたいという思いは強い

わけでございますが、なかなかそうはいかない財政事情がございます。なぜそうなのかと

いうところを、これは政府も菅官房長官自らが発表されており、また専門書などのデータ

によりますと、出会いから１８歳の成人まで、地方自治体、基礎自治体がその行政サービ

スとして一人の子どもさんにかける１８年間の費用というのは、ほぼ１６００万円から１

８００万円と言われております。豊前市であればちょうど中間ぐらいかもしれません。 

 その１８００万円から１６００万円をかけて育てた子どもが、１８歳になると市から出

て行ってしまわれる。１８歳から６５歳ぐらいまで働いていただくと、大体一人当たり１

千万円の基礎自治体への税を払っていただける。つまり１８００万円程かけて育てると、

１千万円返ってくる計算になるわけですが、この稼いでくれる、１千万円を払ってくれる

年代になると、かなりの方々が市外に出て大都市へ向かって行かれる。 

 大都市は、１６００万円から１８００万円かけずに１千万円丸々入ってくる。そういう

仕組みになっております。いわば２億８千万円が行ったり来たり。そういう地方と大都市

との、ある意味での格差を助長するような制度の、この仕組みを地方交付税だとか、ふる

さと納税で何とか穴埋めしようという頑張りを、それぞれ競争を競い合ってやっていると

ころでございますが、なかなかその穴埋めに至ってないのが実態でございます。ですから

やっぱり国として、地方に、そういう意味での大都市からの還流を、税の還元をというの

が、我々が求めたいところでございます。 

いずれにしましても、財政的に、ある意味での余裕がなければ手厚い子育て、支援サー

ビスというのは行き届きません。現実、対策・対応として一生懸命やっているところでご

ざいますが、やはり国の１億総活躍時代という、まさに１００万人を割ったときの２０１

６年にスタートした１億総活躍社会、誰もが、障がいを持った方々も含めて、誰もが働く

ことができ、活躍することができ、そして生産に、経済的成長に関与することができる、

参画することができる、そしてその結果、社会に必要な人となる。また出生率を１．８へ

目指していこうと、そういう目標を立てております。働き方改革、そして子育て支援、介

護と、いろんな意味で１億総活躍社会をつくろうとしておるところでございます。 

 我々は、その国の大きな方針の中で、しっかりと地域の実情、実態にあわせて子育て支

援を、また出会いから子育て、教育まで、しっかりと担っていかなければならないと、大

きな問題であると認識しておるところでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 おはようございます。それでは、市民福祉部におきますところの特徴的な子育て施策に
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ついて、お答えいたします。 

 市民福祉部の関係では、乳幼児子ども医療費助成制度を実施しております。また、福祉

関係では、第２子を出産した方に対する祝い金として、すこやか赤ちゃん出産祝い金制度

を設けておりますし、また、保育所の第３子以降の無料化を実施しているところでありま

す。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 まず、市長のほうからお考えを聞かせていただきまして、やはりおっしゃるように地方

で育ったお子さんがですね、就職時期になると、どうしても地方には見合った就職がない

と申しますか、どうしても都市部に流れるということになれば、当然、地方自治体にとっ

ても、その財源がないがために、子育て支援の、その財源がそこに発生しないということ

で、やはりそれは国のほうから子育て支援の財源を求めたいというのは、私も同じ考えで

あります。 

参考までに、ふるさと納税というのをやりましたが、実際には後でちょっと、財政問題

の中でも触れますが、総務省のこれは失敗策でしょうね、はっきり言って。実際に事務手

数料はかなりかかるんじゃないですかね。委託業務料なんかがかかるから、そうじゃなし

に、実際ちょっと話が脱線しますけど、やはり国が責任を持って地方交付税として財政調

整制度でですね、そこのところに充てるというのが原則だと思います。 

ちょっと脱線しますのでここで終わりますが、部長のほうの御答弁でありますが、子育

て医療とですね、これ第２子のこれ出産祝い金、そしてこの第３子以降の、今これ保育料

と幼稚園もそうですね。 

そこでですね、お尋ねいたしますが、御承知のようにこの１０月から子ども・子育て支

援法の改正に伴いですね、これは３歳児以降の方が、これ無料というのは御承知のことで

す。そこでですね、この該当する方です。３子以降の方で３歳以上ということになります

かね。要は今まで豊前市が負担していたその額がどれだけ予算的に浮いてくるのか、その

辺はシミュレーションされているんだったら、この金額についての御答弁をお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 その件につきましては、担当課長のほうから御答弁させていただきます。 

○副議長 岡本清靖君 

 福祉課長、答弁。 

○福祉課長 安永和明君 
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 先ほどのですね、爪丸議員さんからの御質問にお答えをいたします。 

３歳以上のですね、国の無償化におきます市独自施策の第３子以降の無償化につきまし

て、令和元年度の予算における１０月以降の影響額といたしましては、約９００万円と見

積もっております。以上です。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 課長、９００万円というのは、いま半期になる、ちょうど１０月からだから、恐らく下

半期はこれ対象になる、この下半期の額ということでよろしいんでしょうか。年間見込ん

での額なんでしょうかね。 

○副議長 岡本清靖君 

 福祉課長、答弁。 

○福祉課長 安永和明君 

 お答えいたします。１０月からのですね、無償化になっておりますので、半年分という

ことで予算を見積もっております。以上です。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 よく分りました。そこでですね、これは年間に例えれば、約１８００万円の予算がこれ

浮いてくるわけなんですよ。であるのならば出産祝い金をですね、元々これは、いま現在

２子にしている、これ３子もあったんだけど３子を止めたのは、結局３子以降は保育園と

幼稚園をもう無料にするという条件で３子の出産祝い金を、これ止めた経緯があると思う

んですよね。 

 そこでやはり年間に今１５０人ぐらいの方が生まれてきます、市長。だからもう１子か

らですね、１子から出産祝い金を付けるというお考え。もしくはこれはですね、実際の保

護者の要望に応えるべきだというのが私の考えでありますので、出産時にやはり金がかか

るというか、いただきたいのか、もしくは幼稚園・保育園の入園時なのか。小学校の入学

時なのか、このようなやはりニーズというものもですね、やはり把握して対応していくべ

きじゃないかと思うが、まず予算措置についてと今の私の質問に対する御答弁をお願いし

ます。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 お答えいたします。確かに担当課長のほうからは、市が独自で実施をしておりました第
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３子以降の無料化の件では、半期で９００万円の影響額があると申し上げましたが、まず

３歳児以上の無償化については、当然その保育料が市に入らなくなります。その保育料に

ついては、国が２分の１、県が４分の１、市が４分の１をそれぞれ負担するようになって

おります。 

 ただ今年度については、国が市の負担分を補うと、国が市の負担分を見るということに

なっておりますから、実際には国がその補助の基準額をどこに置くのかによっても、最終

的に幾らなのかというのは、まだはっきり分かりませんが、来年度からは、保護者が納め

ている３歳児以上のその保育料が、先ほど申しましたように、市も４分の１の負担をしな

ければならないようなことになりますので、実際問題どの程度財政に影響があるのかを見

極めた上で、子育て支援策を考えていきたいと考えております。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 部長、分りました。実際、市の負担もあるから、どの辺が実際現行より差し引きしてプ

ラスになるのかを見極めた上で取り組んでいきたい、というような御答弁でありますので、

出産祝い金については、私が提案いたしましたように、前向きに取り組んでいくという解

釈でよろしいでしょうか。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 この場で私の一存で答弁することは出来かねますので、これについては上司とも十分相

談した上で検討したいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 市長のお考えを伺いたいんですが。この点についていかがですか。 

○副議長 岡本清靖君 

 市長、答弁。 

○市長 後藤元秀君 

 国の制度がまだ確定というところにあるのかどうか、国は面倒見るよ、と言っておりま

すが、厚生労働省関係の助成制度については、１年毎にころころ変わってきた部分もあり

ます。その辺をしっかり見極めて、市で財政的なそういう意味での余裕と言いますか、力

が生まれたときにはですね、しっかり今の御提言を受け止め、対応していきたいと思いま

す。 
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○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 いずれにしても、ちょうど結婚された新婚家庭のですね、そのような家庭の御意見とい

うか、アンケート調査などを一度やっていただいてですね、行政に求める子育て支援につ

いてというテーマのもとでいいと思うんだけど、その辺をしっかり把握していただきたい

と思うんです。 

 だからやはり財政的な問題が、子育て支援から教育にかかる、やはりそのために、やは

り産んでも、意思が、財政の事情から、家庭的な事情から申して産めないとかいうような、

いろいろな意見も聞いておりますので、一度そのような新婚家庭のですね、方々を対象に

アンケート調査をしてください。これ、よろしいですね。やるかやらないかだけ、答弁を。

それはあなたが答弁をして、部長。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 福祉課の所管で子ども子育て会議という委員会を、市民参加の委員会を設けております

ので、そうした会議におきましても、また議論はしてみたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 行政独特のですね、全てを検討的な言葉で交わすのが、あなた方のいつもの回答でしょ

うが、私のいま申しました意見をですね、真剣に聞きとっていただきですね、私の提案に

ですね、答えていただくような努力をしてください。 

 それでですね、もう１点、これ少子化対策のですね、やはり一番、これもう一つの原因

は、まず婚姻率の低下にあるんじゃないかと、前回も申しましたが、やはり届けられてい

る婚姻の数というのが年々減少してきているというような点を踏まえて、これ前回ちょっ

と提案させていただきましたが、商工会議所のこれ青年部ですかね、いま現在何度か婚活

事業に取り組んでいただいておりますが、その後の取り組みについては、実施されたのか

どうなのか、やったとすれば、どこで、参加者数が何人だったのか、その辺の御答弁をお

願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗焼憲児君 

 おはようございます。婚活事業でございますけれども、これにつきましては、平成１９
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年からですね、商工会議所青年部と協力してですね、実施をしております。今までに１７

回実施をしておりまして、トータルで男性の参加者が３５４名、女性が３４４名というこ

とになっておりまして、本年度もですね、年が明けまして２月のバレンタインの日を、い

ま予定をして実施をするというふうに考えてございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 トータルでの３百数十名というような、男子も、そして女子も合計で７００名ぐらいな

のかな、というような、あまり参加者が多いようには感じられませんが、令和２年の２月

ですね、バレンタインということをいま御答弁されましたが、まずこの婚活の事業をした、

やはりその青年部になってくるんでしょうけど、まずこれ部長、広報はどの辺まで広めて

いるのか。ただお役目的に、市報・広報誌でそこのところ、バレンタインデーにあわせて

婚活やります、なんて、その程度の広報なのか。やはり企業さんなんかを回って、若い世

代の参加者を促すような取り組みをやるのか。その点についてはいかがですかね。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗焼憲児君 

 広報につきましては、議員も御指摘のように、ホームページでありますとか、市報とか、

そういうものを通じての広報は当然しておりますけれども、なかなかそれだけではですね、

集まってまいりませんので、商工会議所の青年部の方を通じてですね、各企業であります

とか、また私どももいろんなこう口伝えでですね、口コミ等で広報しながら参加者の募集

をしている。それからあと新聞各社にもですね、そうした内容について御紹介をいただい

ている、そういうところでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 なかなか取り組みに対して真剣さというのが感じられんわけですよね。企業でもずっと

回って、やはり対象になる方の参加を促すような、自分の足で回ってしっかりやってくだ

さい、という提案をさせていただいたんだけど、その回答が、答弁がですね、私の期待に

応えるような御答弁じゃないようにあります。 

 いずれにしてもですね、ちょっと時間の都合もありますので、この少子化問題、先ほど

市長がおっしゃいましたが、やはりこの人口、その今の出生数がどんどん減少する分、何

が起こるのかと言いますと、社会保障の問題、先ほど市長がおっしゃいましたが、社会保

障を支えている現役世代がずっと下がってくるんですよ。さらには労働人口ですよ。だか
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ら生産年齢人口というのも当然下がってきます。だから社会保障、及び経済に与える打撃

がどれだけ大きいかということを、これ真剣に考えていただいてですね、少子化問題、や

はり国だけじゃなしに、自治体としてしっかり取り組んでいただきますことをお願いいた

しまして、次の防災問題に入らせていただきます。 

 毎年のことですが、昨年は広島中心の西日本豪雨、ことしにおきましても、千葉県は二

度来たのかな、関東そして長野と広範囲における河川の氾濫や決壊というような、まさに

大雨とですね、これ気候変動にもよるでしょうけども、大雨やこの台風による風水害です

ね。やはりこれは豊前市におきましても、いつ、このような災害が発生するか分かりませ

ん。山もあります、そして川もあります、そして海もあります。 

そこでですね、やはりこれは住民の生命、そして財産を守る上で、いま市内におけるこ

の土砂災害のですね、警戒区域はどのようになっているのか。恐らくこれは警戒区域指定

というのがあると思いますが、まずこの点についてお聞かせください。 

○副議長 岡本清靖君 

 産業建設部長、答弁。 

○産業建設部長 中川裕次君 

 議員、御指摘の土砂災害警戒区域の指定箇所等について、報告させていただきます。 

現在、豊前市内には、土石流について土砂災害警戒区域が８２箇所、１箇所を除き８１

箇所が特別警戒区域の指定を受けております。 

 次に、急傾斜地の崩壊について、土砂災害警戒区域が７１箇所、その全てが特別警戒区

域となっております。 

 次に、地滑りについて、土砂災害警戒区域が２箇所でございます。合計で土砂災害警戒

区域が１５５箇所の内、特別警戒区域が１５２箇所となっております。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 １５２が特別警戒区域というような御答弁であります。 

そこでですね、まず治山事業から急傾斜地といきたいんですが、順番にいきましょうね、

これ。治山事業におきましても、長年取り組んでこられたことと思いますが、ここ、この

近年のですね、事業の発注状況、施工状況を見ますと、年間に１本程度か、よくて２本発

注されているのかというような実施がですね、状況にあります。この点につきまして、い

ま市内における警戒区域における治山、これ谷止めですね。治山工事の進捗状況と申しま

すか、設置状況と申しますかね、この点について、まず御答弁をお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 産業建設部長、答弁。 
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○産業建設部長 中川裕次君 

 設置状況について、お答えさせていただきます。県内の県営治山事業の実施状況につき

ましては、昭和２８年から平成３０までの６６年間でですね、３２９箇所の整備が行われ

たところでございます。 

 その内、御指摘の治山ダムにつきましては、１８５基となっているところでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 分かりました。まだいろいろ地元からの、これは農林課長のほうが御存知でしょうが、

かなりの要望があがりながら、県の行橋農林事務所とすれば、実際対応のほうが遅れてい

るというようなことも聞いておりますが、実際の要望に対しての実施状況というのはいか

がですか。 

○副議長 岡本清靖君 

 産業建設部長、答弁。 

○産業建設部長 中川裕次君 

 回答につきましては、農林水産課長より行わせていただきたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 農林水産課長、答弁。 

○農林水産課長 木部幸一君 

 要望に対しての実際の設置状況ということでございますが、平成３０年度の要望につい

てはですね、２５箇所ございました。その内ですね、岩屋の求菩提地区になりますけれど

も、本年度、治山ダムを１基、整備しております。繰越事業でですね、さらに１基整備予

定でございます。 

 また令和元年度、本年度２４箇所ですね、要望が来ております。一応、農林事務所の計

画としてはですね、令和２年度から３年度にかけてですね、岩屋地区において砂防ダム２

基を整備予定というふうに聞いております。以上です。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 課長ね、地元からやはり危険だという要望があればですね、やはりその辺を対応するの

は市じゃない、当然、農林事務所が事業実施なんでしょうけど、その辺やはり市としても

強く訴えていただきたいと思います。御答弁は結構です。 

 次に、急傾斜地のこの対策事業ですね、市内におけるですね、状況と取り組みについて

答弁をお願いします。 
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○副議長 岡本清靖君 

 産業建設部長、答弁。 

○産業建設部長 中川裕次君 

 御指摘の急傾斜地崩壊対策事業でございます。市内の県の事業区域は、１３区域が指定

されているところでございます。そのうち１２区域で事業が完了し、現在、平原地区が事

業中でございます。 

 市につきましては、岩屋の中畑地区が県補助事業で採択され、本年度２工区に分割して

工事を発注し、早期の完成を目指しているところでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 県のほうが１３、その内１２が、そして平原が恐らく最後ということなんでしょうかね。

そして市については、いま中畑のほうに市独自で着工されたとのことでありますが、それ

以外にですね、やはり危険だと感じた、そのような区域がありましたら、お答えください。 

○副議長 岡本清靖君 

 産業建設部長、答弁。 

○産業建設部長 中川裕次君 

 詳細につきましては、建設課長より答弁をさせていただきたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 建設課長、答弁。 

○建設課長 持田末男君 

 うちのほうでいま把握している箇所です。山田のですね、杉ヶ谷区という所を、いま心

配しております。地理的な条件につきましてはですね、狭小な市道から広域農道に接続す

る道路で、西側に傾斜地を持つ山林と、道路を挟んで一段低い土地ということで、過去に

ですね、若干そういう裏がちょっと滑ったような状況もございますので、うちのほうで県

のほうにですね、急傾斜ということで出来ないかということで、本年８月にお願いをした

ところでございます。 

 結果としまして、県の採択基準であります被害想定家屋がですね、１０戸に満たないと

いうことで事業化は出来ない、という回答でありました。そこで、ただいま部長が答弁し

ました岩屋中畑地区で取り組んでいるようなですね、県費事業を活用した事業、そういう

ことが出来ないか、いま当課で検討しているような状況でございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 
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 課長、杉ヶ谷、あのランプ村といいますか、あの上のことですかね。 

（建設課長、頷く） 

いやいや分かりました。いま課長おっしゃったように、確かに道は狭いです。そしてのぼ

って行って左側に急傾斜地、急傾斜面がある。そしてさらにその左側には民家、今おっし

ゃった１０軒はない、１０戸ないとのことでありますが、まさにおっしゃるように、これ

は土砂災害があったときは民家がですね、間違いなく大きな被害を受けるのは間違いない

ですね、あれは。ということでありますので、これはですね、いま中畑もやられているん

でしょうけれど、早速これは、今１０軒ないから県事業の採択にのらないとのことであり

ますが、市のほうで責任を持って取り組むべきだと思うが、この点について執行部の答弁

を求めます。 

○副議長 岡本清靖君 

 建設課長、答弁。 

○建設課長 持田末男君 

 議員、御指摘のとおりですね、昨今の雨の降り方の激しさ、あるいは量、増加傾向にご

ざいます。そういうことをいろいろ考えると、住民のですね、生命・財産を守るところ、

使命がありますので、しっかりですね、取り組んでいきたいと考えております。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 分かりました。よろしくお願いいたします。 

次にですね、これは先ほど河川の話しもいたしましたが、これ河川氾濫による被害状況

と対策ということでありますが、ここ数年のうちの河川の氾濫状況がありましたら、まず

お聞かせください。 

○副議長 岡本清靖君 

 産業建設部長、答弁。 

○産業建設部長 中川裕次君 

 市内のですね、市営河川については１４河川ございます。直近では、平成３０年７月５

日から７月７日の西日本豪雨において、鈴子川が氾濫をしたところでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 そこで部長ね、先月ですか、議会報告会を中央公民館で、そして地域からの課題という

中で、この鈴子川の河川氾濫が、やはり一番にこれ取り上げられてですね、なんとかして

ほしいとのことで、当然市としても対応していると思うんですが、まずは私の目から見て、
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まず浚渫ですね。浚渫は、これは少しずつやっていると、それと葦の取り除きですね、河

川の。それと後は、その上流に行きますと、やはりいま国道１０号線ですね、バイパス、

国道１０号線からのこの雨量がですね、そのまま鈴子川に流れて来たのも、その氾濫の原

因ではないかと。この点について、これはもう県営河川中川のほうにということで話しが

できていると、いま着工しているというふうにお聞きしております。 

 そしてその上に行きますと御手洗池です。この浚渫工事も発注されているというふうに

聞いております。そうなると、後もう一つが、このＮＥＸＣＯですね、東九州自動車道で

す。ここに調整池がありますが、実際にその調整池としての役割が果たされているのか。

やはりその河川氾濫の大きな原因は、東九州自動車道の開通にあるんではないかというの

が私の位置付けなんですよ。この点については、執行部、どのように考えられております

か。 

○副議長 岡本清靖君 

 産業建設部長、答弁。 

○産業建設部長 中川裕次君 

 調整池等の関係につきましては、建設課長より答弁をさせていただきたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 建設課長、答弁。 

○建設課長 持田末男君 

 議員、心配している調整池の関係でございます。これにつきましては、建設課のほうか

らですね、前年度、ＮＥＸＣＯのほうに文書で調整池の容量についてお願いをしました。

そして本年度、ＮＥＸＣＯを含めた４社で対策会議という中での議論をしております。ま

たその後、個別にですね、議論をしております。 

 最終的にＮＥＸＣＯの回答につきましては、建設段階から市役所あるいは地元とですね、

協議が整って整備をしたと。そして御手洗池に流入する流域面積については、高速道路の

完成前と変わりませんが、その従前が農地から舗装にあがると、そういうことで流出係数

で言う、専門用語になりますが、そういうことで増加量がアップするというところを、そ

の増加見合い分をですね、調整池の中で溜め込みますよ、というような御説明がありまし

た。 

 しかし、これは計算上の話しでありますので、うちの当課としましてはですね、いま議

員、心配されるように、現地のほうをですね、今後、写真あるいは記録等をですね、しっ

かり取ってＮＥＸＣＯと協議をしていくということで、そのような方針をですね、持って

おります。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 
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○１２番 爪丸裕和君 

 課長、大体分かりましたが、あのね、まだ、なんで懸念しているのかというと、御承知

のように、これ４車線化が決定しているんですよね、市長、これ。ありがたいことであり

ますが、その分、今まで以上の雨量というものが予想されるわけでありまして、今の調整

池で果たしてその役割を果たせるかということが一番なんです。 

それと市のほうが御手洗池の話しを、さっきいたしましたが、実際はこれため池である

以上、下の受益者がいますよね。受益者の関係上そこまで、ちょうど６月、７月という大

雨の時期に水を抜くことができるはずないんですよ。だったら、実際どれだけの調整池と

しての役割を、機能を果たすことができるのか、この辺もしっかり、部長、一度調査され

てですね、そして来たるその４車線化のしゅん工、ＮＥＸＣＯさんですね、東九州自動車

道４車線化に向けたしっかりとした取り組みですね。これはやはり地元からのやはり強い

要望でもありますし、当然先ほど申しました、やはりこの防災というのは住民の生命と財

産を守るということが、これは行政の使命でありますので、その辺をしっかりとですね、

肝に命じると言いますか、その辺をしっかりと踏まえた上でですね、協議をしていただき

たいと思います。 

 時間の都合上、次に移らせていただきます。財政問題ということでありますので、最後

になりますが、財政につきましては、これは歳入と歳出とこの両面から質問させていただ

きたいと思います。 

まず、この歳入につきましては、当然財源となってまいります、税収ですね。この税収

についての今のこの徴収の体制ですね、財源確保である税収の徴収体制について、まずお

答えください。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 市税の徴収体制について、お答えいたします。市税の徴収に関しましては、税務課の中

に収納対策係というものがありまして、係長と正規職員の係員３人、それから集金をして

おります集金人、これは嘱託職員になりますが、そのメンバーで徴収業務に当たっており

ます。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 この滞納は、ちょっと待ってください。これ資料請求をいたしておりましてですね、滞

納が当然あるんですが、この滞納者に対してですね、前に一度私が提案させていただきま

したが、主にこれ税でしょうが、後は住宅使用料だとか、その他いろいろあると思うんで
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すけども、恐らく滞納される方というのは市税もそうだろうし、住宅使用料なんかも重複

している滞納者が多いんじゃないかと思うんですよ。その辺が横の連携をしっかり取られ

ているのか。 

そして滞納者に対しては、この辺だけでも徴収業務を一元化したらどうだろうかという

ことを提案させていただきましたが、その後の取り組みについて、お答えください。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 お答えいたします。同じ庁舎内の市の職員であるとはいえ、税情報を他の課に安易に提

供するというわけにはいきませんので、その辺には細心の注意をしながら連携はでき得る

限り取るようにはしております。 

 また、収納率向上対策会議という会議も設けておりまして、私は出ておりませんが、関

係する部署で構成する会議で、そういった会議も開催されております。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 部長、答弁によりますと、担当課が違うんだから、そこの徴収ができないような御答弁

に聞こえますが、実際全国の自治体の中でこの徴収業務を一元化させている所は、全国多々

あるわけですよね。じゃ、そのような自治体に対してはどのようなお考えですか。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 機構上、例えば、よく分かりませんが、税と税外を一緒に徴収している部署があるとす

ると、それなりの条例や規則等の整備を行っているのではないかと思います。 

また行橋も税の収納、またそれ以外の民法上の債権を中心とした徴収の債権管理課とい

うのを別途設けて、それぞれで一元化しておりますから、そういったことも検討の余地は

あるとは思っております。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 最初にやらないための答弁、その次には他でやっている所をしっかり把握しているじゃ

ないですか。どうしてももうやらないための答弁にしか聞こえません。 

 次にいきます。これ不納欠損ですね、これちょっと一応目を通しましたが、資料請求に

よりまして。ここでですね、まずこれ市税のですね、これ軽と住民税と固定資産税になっ
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ているのかな、たぶん。これちょっとね、今年度じゃないで３０年度。３０年度がちょっ

と多いのかな、これは。それと国保かな。両方いきます、これは。 

ちょっと内訳とですね、国保が３０年度多いようにありますが、この２点について、答

弁を求めます。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 それでは、初めに市税の欠損処分額の内訳について、御説明いたします。 

市税の平成３０年度における不納欠損処分額が７１９万７９６６円ありますが、この内

訳は、個人の市民税が１８１万４１６６円、法人市民税が７万３９００円、固定資産税が

４４７万５２００円、軽自動車税が８３万４７００円となっております。 

 また、国保税の関係なんですが、確かに２９年度と比較しまして、平成３０年度は約９

８３万円と４００万円程増えております。これについては、一昨年の９月議会の決算委員

会におきまして御指摘を受けまして、不納欠損処分をする際には、それぞれの担当の職員

の主観を可能な限り排除できるように、具体的な処分基準を作成いたしました。そして平

成２９年度分からは、その基準に基づいて、より客観的に不納欠損処分をすることとして

おりますが、一つはそれが影響しているのかということがありますし、また３０年度の個

別の事情としましては、２９年度よりは３０年度のほうが件数自体は少ないのですが、一

人当たりの滞納額が２９年度よりは大きかったということが言えるようであります。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 国保については、やはり滞納の段階から資格者証に切り替えるべきを、やはりそれが甘

かったんじゃないかというような見方をいたしております。 

 そして、これ固定資産税についてはですね、安易にこれを不納欠損する前に、その財産

を押さえられるべき財産を差し押さえするべきだったんじゃないかと思うんですよ。国保

はいいから、この固定資産税だけをちょっと、どのような経緯なのか、なぜ差し押さえし

なかったのか、そこについて答弁を求めます。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 お答えいたします。固定資産税につきましては、これは他の税も同じでありまして、一

昨年に作成をしました処分基準に基づいて不納欠損処分をしたところでありますが、もう

既に死亡している、あるいは行方不明になっている、あるいは生活保護を現在受給してい
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る、そういった方々を対象にして不納欠損処分をしておりまして、また爪丸議員からもお

話しがありましたように、もう既に競売済といったものも、その中には含まれますし、も

う既に所有権移転をされているというのもございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 あのね、時間の都合があるけど、名義がかわる、他の差し押さえは分かるんだけど、ど

うなの、所有権が移転のときに固定資産税、その滞納があったときに、その時点で徴収で

きるんじゃないんですかね。違ったのかな、自分の認識は。 

例えば、競売物件なんかで民間がＡさんの債務者。そしてその物件を落札された方が、

当然、裁判所に金を送るわけなんです。そのときに取れるんじゃないんですかね、確か。

時間がないからね、もうちょっとそれはね一遍調べてみてください。安易にそれはちょっ

とお宅の情報ミスか何かじゃないですか。しっかり事前にそこのところに行っとったら、

所有権が移転する前に、当然それ金銭の売買になっていくでしょうから、そのときに税は

回収できるはずですよ。ちょっと時間がないから。 

それとですね、時間の都合がありますので、後これは企業誘致だとか工業団地への建設

についてお尋ねしたかったが、これはもうちょっと省きます。 

それでですね、後これは歳出の面に入りますので。これ歳出の中で資料請求いたしてお

りますが、今回多くのやはり団体とかにですね、これ補助金だとか、まして業務委託をさ

れている点がありますね、この中で２点だけちょっと。 

補助金については特に気になったとこはなかったんですが、業務委託については、これ

ふるさと納税の委託と、それともう一つはこれ生活困窮者の自立相談支援事業であります

ので、これも時間の都合上、ふるさと納税はちょっといたしません。 

これは生活困窮者の自立支援事業、これ前回、半年以上なるのかな、私もよく覚えてな

いが、一度、半年と言わないよね、多分、去年だったのか、ちょっとその辺は記憶にない

けど、今これは業務委託いたしておりますね。それがまた一度、やはりこれは対象、相談

に来られる方の個人情報につながるものであるんだから、それと財源確保の両方から言わ

せていただいてですね、行政としてしっかり取り組むべき事業じゃないかということを提

案いたしました。 

当時、武道部長のほうはですね、それは前向きな検討をいたしますということで、見て

みたら、全くそれ改善されてないようにありますが、まず、この経過についてをお聞かせ

ください。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 
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○市民福祉部長 武道和宏君 

 ただいま爪丸議員からもお話しがありましたように、この件につきましては、昨年６月

議会で生活困窮者自立相談支援事業についての関連質問がありました。当時、私は、この

事業が生活困窮者自立支援法に基づいて行われている事業であるということ、また社会福

祉協議会に委託をし、相談件数は何件、委託料は幾らといった程度の知識しか、正直持ち

合わせておりませんでした。 

 爪丸議員からは貴重な御意見をいただきましたので、議会終了後にどういう相談がある

のか、誰が相談を受けているのか、成果はどうか、福祉課はどのようにかかわっているの

か、そういったことなどを中心に所管課長と協議をいたしました。 

その結果、３０年度の実績につきましては、延べの相談件数が２２４件ありまして、相

談内容としては、やはり収入や生活費に関することが最も多く、次いで病気や健康、ある

いは障がいに関すること。次いで住まいに関すること、といった相談が多くありました。 

 これについては、社会福祉協議会では職員２名が相談支援員というかたちで相談に応じ

ておりますが、この二人は・・ 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 部長、時間がありません、簡潔にお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

いいですか。なぜ私が提案したことに対して前向きに検討するというように、なぜ市が

独自でやらずに業務委託しているのか、そこの正当性をお答えください。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 お答えいたします。この事業につきましては、平成２７年度から社会福祉協議会に委託

をしている事業でありますが、この間、経験値も十分積まれてきておりまして、その下地

はしっかりと築かれつつあると思われますので、市としては任せっきりになることなく、

情報の共有を図る、また連携を密に取るということを大前提としながら委託の方向で考え

ていきたいと思っております。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 
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 答弁書を棒読みするのも結構ですがね、全く回答になっていないわけなんですよ。なぜ

市がやらずに社会福祉協議会に委託することに対してのメリットですよ。だからいいです

か、業務委託というのはね、いいですか、コストを下げて効果上げるというところにある

んでしょうがね。 

 だから先ほども言いましたように個人情報に関する問題ですよ。それを安易に外部に委

託するのか。それは県下の中でもやっている所もあります。しかしながら独自でしっかり

やっている所もあるわけなんですよ。社会福祉協議会になぜやるかと、全く答弁になって

ないんですよ、その答弁書を読むもんだから。どなたか答えられる方はいますかね。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 このまま時間も経過しますのでね。あのね、一つの例を挙げましょうけどね、糸島市さ

んですね、私、糸島市の福祉課の担当職員の方にお電話を差し上げて、いろいろと聞いて

みました。いろいろ聞いたんですけど、糸島市さんも昨年度までやっていました。そして

今年度からは社会福祉協議会に委託することにいたしましたと。そのメリットは何ですか

と私が聞いたところ、やはりその専門職がおられるというわけなんですよ。専門職とおっ

しゃいますと、と、それは社会福祉士さんですと。しっかりとしたその社会福祉士、その

専門の方がおられる、行政がやるよりは専門の方がおられる所に委託することのほうがよ

ろしいんじゃないかという、その判断だと言うんですよ。 

 そこでお聞きしますが、ここの豊前市の社会福祉協議会に社会福祉士がいますか、第一。

お答えください。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 お答えいたします。この相談に応じる支援員には、いま爪丸議員からもお話しがありま

したように、社会福祉士、あるいは社会福祉主事、そういった資格を有する者、あるいは

この相談に応じる養成研修を受けた者というふうになっておりまして 

（爪丸君「簡潔にお願いします」の声あり） 

社会福祉協議会の職員二人が既にその養成研修を受けておりますので、委託をしていると

ころであります。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 社会福祉士がいますかどうかをお尋ねしています。社会福祉士と主事はいないんですね。
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主事はいるんですか、主事もいないんですか。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 その資格を持った職員は、社会福祉協議会にはおりません。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 時間がないから答弁は簡潔にお願いいたします。それであるんならば、この豊前市にで

すね、社会福祉士を持たれた方、社会福祉主事を持たれた方が何名いますか。お答えくだ

さい。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 担当課長のほうから御答弁させていただきます。 

○副議長 岡本清靖君 

 福祉課長、答弁。 

○福祉課長 安永和明君 

 お答えいたします。社会福祉士を持たれている方は、ちょっと把握をしておりませんけ

れども、社会福祉主事をですね、持たれているというのが、福祉課の生活保護業務をして

おります担当ケースワーカーと係長が社会福祉主事の免許を持っておりまして、合計４名

になっております。後その前任者についてもですね、社会福祉主事を持っている方がいら

っしゃいます。以上です。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 いま課長の答弁の中で主事は四人持たれていると、そして社会福祉士は一人おられるは

ずなんですよ。健康長寿推進課長、いかがですか。私がお聞きしたところによると、健康

長寿推進課長が持たれているとのことでありますが、答弁を求めます。 

○副議長 岡本清靖君 

 健康長寿推進課長、答弁。 

○健康長寿推進課長 則行修子君 

 お答えをいたします。個人的に資格のほうは取得をしております。 

○副議長 岡本清靖君 
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 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 私が言いたいのは、市のほうにそれだけの専門の方がおられる。一方、委託をしている

社会福祉協議会には、そのような専門の方がおられない。そして貴重な財源を個人情報も

漏れるか分からないような団体に安易に丸投げすること自体がいかがなものかと。 

最後にまとめますけど、二言目にはですよ、しっかり、総務部長、言いますけど、いい

ですか、我々が住民からの要望に対して予算要求したとき、何とおっしゃいますかね。全

て財政が厳しいと、あなた方はおっしゃるじゃないですか。 

 それであるんなら、その貴重な財源をしっかり確保して、先ほど言った最初の質問に戻

りますが、子育て支援だとか教育にしっかりとした予算を付けるべきではないですかね。    

答弁は結構ですので、その辺を踏まえてですね、時間あるから、市長、一言いただきまし

ょうか、いただいて終わります。総まとめとして一言。 

○副議長 岡本清靖君 

 市長、答弁。 

○市長 後藤元秀君 

 子育て支援、そして弱い立場の人たちへの支援という、本当に基礎自治体の豊前市とし

て、安心して暮らせる、過ごせる地域づくり。根幹にかかわる問題でございます。私たち

も財政的な問題だけで、駄目だ、駄目だと言うんではなく、やはり限られた財政の中で、

きちっと最大限の効果を出していくというのが使命でございます。いま質問の中でいただ

きました御提言などをしっかり踏まえながら、前向きに取り組んでいきたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸議員。 

○１２番 爪丸裕和君 

 終わります。 

○副議長 岡本清靖君 

 爪丸裕和議員の質問が終わりました。 

 次に、郡司掛八千代議員の一般質問を行います。 

郡司掛八千代議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 皆様、おはようございます。議席番号４番の郡司掛です。今回、台風１９号で甚大な被

害に遭われた方々にお見舞いを・・ 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員、長くなりますね。 

○４番 郡司掛八千代君 
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 はい。 

○副議長 岡本清靖君 

 ちょっと１１時に、もうそろそろなりますので、もうちょっとだけ待っていただけます

か。 

○４番 郡司掛八千代君 

 はい。 

○副議長 岡本清靖君 

１１時にＪアラートが全国的に放送されますので。 

（「暫時休憩」の声あり） 

 暫時休憩します。 

休憩 １１時００分 

再開 １１時０１分 

○副議長 岡本清靖君 

 では、休憩前に引き続きまして、会議を開きます。 

郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 改めて、皆様、おはようございます。議席番号４番の郡司掛です。今回、台風１９号で

甚大な被害に遭われた方々にお見舞い申し上げますとともに、１日も早い復興を心よりお

祈りいたします。 

 私たち無会派は、長野県松本市と佐久市への視察研修を早くより企画し、１０月１５日

から１７日までを予定しておりました。また、栃木県佐野市の日本女性会議にも個人的に

参加・申し込みをしておりましたが中止になりました。勉強させていただく機会をなくし

たことが本当に残念でなりません。現地の方々のことを思うと言葉も出ませんが、視察で

きる状況になったときには、訪問したいと思います。 

 それでは、通告に従い、一般質問を行います。 

 １の豊前市の財政と今後の対策について、を後に、２のふるさと納税を前にさせていた

だきます。 

 それでは、ふるさと納税について、質問いたします。財政構造の硬直化というところで、

平成２９年から２．３ポイント悪化して、９８．７％となり、監査委員からも経費節減な

ど、指導を受けたとされています。 

 一方で、平成３０年は、ふるさと納税での寄附金が２億８千万円と、前年度の４倍と大

きく増えたようです。その理由として考えられる大きな要因は何かをお尋ねします。担当

部長、答弁をお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 
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 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 おはようございます。それでは、御答弁をさせていただきます。 

 昨年度は前年度の約４倍の２億８千万円という、非常に大きな、貴重な財源となる機を

いただいたところでございます。理由といたしましては、ふるさと納税に対する全国的な

動きがあったようにも思いますし、またポータルサイトの中でですね、豊前市の返礼品の

閲覧回数が多い、そのランキングの上位にあったということが続いたことから、多くの方

の目に留まりまして、寄附金が増額、また大きくいただけたというふうに分析をしており

ます。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 そのような中で、過熱するふるさと納税の返礼品について、総務省から寄附額に対する

返礼品の割合、募集にかかる経費、地場産品がどうかという基準が示されて、豊前市にお

いてもその影響が見られると思いますが、今年度の状況はいかがでしょうか。担当部長、

答弁をお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 ９月もですね、６月もいろいろ一般質問で議員の皆様から御心配をいただいております。

やはり今いろんな手を尽くしておりますが、なかなかですね苦戦をしている状態でござい

ます。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 具体的にどのようなことが理由として考えられますか。担当部長、答弁をお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 ６月前まではですね、やはりあまりにも過熱し過ぎて、ある一部の自治体が、ちょっと

制度の趣旨にそぐわないということで、逸脱したという判断を総務省にされたようでござ

います。それを受けて、本年６月から制度改正が行われたところは、議員の皆様も御案内

のとおりと思っております。 

 本市もですね、新基準によって提供できなくなった返礼品というのが、少なかったんで



- 24 - 

すが、先ほど申し上げましたように、ランキングの上位に入っていたものが友好都市であ

る東松島の商品でございまして、これは地場産品の基準にはそぐわないということで判断

されましたので、今それを地元産品とセットということで提供をしておるところでござい

ます。 

 当然ですね、苦戦をしておりますので、新たな事業者の参入、また市内業者に新規返礼

品の開拓をお願いしてですね、現在取り組んでいるところでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 財政が厳しい中で、ふるさと納税の寄附状況も低調になると思います。今年度の決算で

は、さらに厳しい数字が示されることになるのではないでしょうか。今後の納税増額への

取り組みは、どのように考えておられますか。担当部長、答弁をお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 棚田米とか牡蠣とかですね、２５０品目程度を用意して、皆様にお願いをしているとこ

ろですが、苦戦をしております。こういう状況でですね、各種会合、またイベント等でふ

るさと納税について、市外の方に、市外の親類、また知人・友人にですね、御案内してい

ただけないかということで、チラシを配布したり、また先月には、全職員、嘱託、アルバ

イトも含めてですね、カラーのメールを各全職員に配布してですね、１２月までが一区切

りでありますので、年末に向けて、親類それから知人・友人、ぜひお声掛けを、というこ

とでお願いをしております。 

 また区長会、また市報等でですね、これも同じような内容にはなりますが、ぜひ豊前市

を応援していただきたいということで、１０月号だったと思うんですが、市報にも当然掲

載させていただいて、声掛けをお願いしておりますので、ぜひですね、議員の皆様方にも、

まずは年末までが一区切りでありますので、親類、また知人、友人の方々に豊前市を応援

してくださいと、豊前市が少し苦戦しているぞということでですね、御案内していただけ

れば本当にありがたいと思っております。 

傍聴の方にもですね、ぜひ親類、それから知人・友人の方にですね、ぜひお声掛けをで

すね、豊前市を応援してほしいということで、ぜひお願いしたいと思いますので、よろし

くお願いいたします。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 
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 皆様、このように総務部長が皆様に頭を下げてお願いをしております。よろしくお願い

いたします。 

職員、区長さんだけではなく、いま言われたように、市民の方々にも、親族、友人、知

人で声を掛けられる方への協力を呼び掛けてはいかがでしょうか。返礼品として季節限定

のものやサイズや量などをコンパクトにして、いろいろなものを組み合わせて入れるなり、

セットするなり、返礼品の中に地元お勧めの見本品やパンフレット、アンケート用紙を入

れるなり、高校とのコラボで生徒の発想力を生かして商品開発を行っている自治体もあり

ますので、検討されてはいかがでしょうか。 

 次につなげる努力やアイディアは必要だと思います。品物によっては量が多過ぎる、少

ない量でたくさん種類があったほうが良いなどの意見はありませんか。担当部長、答弁を

お願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 返礼品につきましては、元々海産物、また季節のフルーツあまおうとかですね、そうい

うことをしておりまして、なかなか季節限定商品というのは、なかなか困難な状況でござ

います。議員からもですね、そういうコンパクト化とか、またセット販売という御提案が

ございました。現時点でですね、企業、少し設備投資をしている所はですね、やはりもう

既に生産過程で設備投資を入れる状況なので、少し困難な状況という話は耳にしますが、

ただ個人の事業主さんについては、そういうことができないか、一度また相談、提案をし

てみたいというふうに思っております。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 大分県豊後高田市では、年々若者の移住が増加しています。これは、先日テレビで放映

され、雑誌などにもよく取り上げられています。  

 支援制度に空き家バンク事業、空き家リフォーム助成金、仲介手数料助成金、ウェルカ

ム未来の高田っ子応援金、子育て世代いらっしゃい引っ越し応援金、ムーブイン就労家賃

支援応援金、ハッピーマイホーム新築応援金があります。 

 力を入れているのは少子化対策で、幼稚園から中学校まで給食費無償化、ふるさと納税

で使途を絞って呼び掛けたところ、応援くださる方も増え、これを財源に実現しました。 

 今後も皆さんの御協力をいただきながら、誰もが住みやすく子育てしやすいまちづくり

を進めていきたいと、豊後高田市長はメッセージを発していますが、豊前市でも財源づく

りにふるさと納税を利用されてはいかがでしょうか。市長、担当部長、答弁をお願いしま
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す。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 ふるさと納税はですね、いろいろ逸脱した市町村もございましたが、やはり私どもみた

いな小規模な基礎自治体についてはですね、ありがたい制度だというふうに認識をしてお

ります。 

 本市では６項目から選んでいただいて、市外の方がふるさとを応援するという趣旨でで

すね、やはり貴重な御支援をいただいているというふうに認識をしております。 

 チラシ・カタログの更新、それから返礼品の充実も含めてでありますが、いろんなやは

りアイディアを先ほども議員からもいただきましたし、内部でもですね、個人事業者、ま

た企業さんにもお願いしてですね、厳しい中でもなんとかこういうありがたい財源を活用

させていただきたいと思っておりますので、また職員全員で、また市民の方にもお願いし

てですね、頑張っていきたいと思いますので、ぜひ御支援をお願いしたいというふうに思

っております。 

○副議長 岡本清靖君 

 市長、答弁。 

○市長 後藤元秀君 

 ふるさと納税は本当にありがたい、縛りがなくて自由に我々が使うことができる財源で

ございます。これを大きく伸ばしていきたいというのは、本当に我々が本当に努力してい

るところでございます。なかなかうまくいっていないという面もありますが、しっかり頑

張っていかなければと思っているところです。 

 そして、そこで皆さんからお寄せいただいた貴重な自由に使える財源でございますが、

これまでも私の判断で教育、子育ての中でも教育の面で使うということを主眼に使わせて

いただいたところでございます。もちろん地域支援だとかいろんな要望について、目配り

気配りをしていかなければなりません。子育てしやすい環境、その中でも学力向上を含め

た、いわゆる教育支援に使ってきたところでございます。 

 どういうふうにすれば、使えば、人口増につながるのか、人口増で、外からの方々を迎

え入れるということもいいんですが、いま頑張っていただいている方々をもっと元気づけ

る、それもやっぱり大事なことだと思います。両面を睨みながら取り組んでいきたいと思

います。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 
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 祭祀などの返礼品としてカタログギフトを送って来ます。その中にユニセフ、盲導犬協

会の寄付コーナーも開催されています。このようなかたちで豊前市もされてもよろしいん

ではなかろうかと思います。 

 あらゆるところで財政が厳しいという言葉をお聞きします。人口が増えない中で、ふる

さと納税などで豊前市を応援してもらえる人をどうすれば増やせるか、他の市町村も頭を

悩ましていることは同じだと思います。財源確保には一番良いと思いますので、最大の努

力をお願いいたします。 

 次に、豊前市の財政と今後の対策について。平成３０年度決算で経常収支比率が９８．

７％となり、市長の部屋１０月号の中でも、全く余裕なしの状況。新たな大型の事業など、

とても考えられず、今をしのいでいくのがやっとの状態です、と書かれています。このよ

うな状態で、今後どのようなことができるのか。またやっていこうと考えているのか、お

聞かせください。市長、答弁をお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 市長、答弁。 

○市長 後藤元秀君 

 財政収支比率９８．７％。私は、本当にうっかりしておりました。どういう意味なんだ

と。厳しい、厳しいという数字なんだろうけど、どういう意味なんだということを、根本

のところを尋ねられました。この時間を借りて、少し御説明申し上げたいと思います。 

 例えば、分かりやすく言えば、１００万円の収入がある中で、家のローンだとか子育て

のためのお金だとか、また医療費だとか教育費、そして他の借金、車の借金だとか、また

食費だとかですね、そういうものを払ってしまう。これが、９８万７千円がもう決まった

お金になっている。借金返しから食費から、もう本当にこう使わなければならない。１万

３千円だけ、何かあったときに余裕がある。そういう状態だという説明をしなさい、とい

うふうに言われました。 

 まさに豊前市の財政の中で１．３％分が、もし財政、いわゆる災害などで大きな出費を

余儀なくされたときに、この１．３％分、１２０億円ですと、大体どのくらいになるんで

しょうか、２億円弱くらいでしょうか、そういうお金しか余裕がないという経済、財政状

況でございます。 

 このような中で、私たちはどういう手を打っていくのか、先ほど言いましたように、ふ

るさと納税というのは、その上で、やはり真水で半分くらいが使えますので、こういうふ

るさと納税をもっと力を入れていけというお声でございますし、我々も取り組んでいきた

い。 

 また、これまで取り組んできましたように、企業誘致だとか、企業の皆さんにもっと大

きく事業を展開していただく、投資をしていただいて、そこからやはり雇用を生んだり固
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定資産税として我々に財源をいただけるような、そういう流れをつくっていかなければな

らない。もちろん人に、やはり人口増になるような移住策、こういうものも人にお金が付

いてまいりますので、そういうところに力を入れていくということが必要であろうと思い

ます。 

 それと、今までこれは致し方ないと思っていたお金の使い方の中で、もう一度見直して

いく。例えばし尿処理施設を３箇所あったものを１箇所にする、この集約によって大きな

お金が節減できる。また無駄になろうとしていた上水も活用できる、いろんな負担を減ら

していく、その中で生きる金に転換させていく。こういう施策も重要であろうと思ってお

ります。そういう組み合わせの中で、財源の再建、財政の再建をしていく、これがやっぱ

り私たちの執行部としての大きなテーマの一つでございます。そういう方向でしっかり取

り組んでいかねばと思っているところでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 今のお話を聞いてみますと、事業を見直す必要があると思うということでありますが、

どのような事業を見直していくのでしょうか。担当部長、市長、答弁をお願いいたします。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 事業の見直しについてですが、過去から言うとですね、平成１７年に集中改革プランと

いうことで、合併が進むとか進まないかというところでですね、やはりそれに対応した見

直しを行いました。またそれに続いてですね、平成２２年度からは行財政改革推進プラン

ということで行いました。またその後ですね、平成２８年からは第３次行財政改革推進プ

ランということで、途切れのない取り組みを継続してきているところでございます。 

 その中で健全財政の推進ということになりますと、やはり既存事業の見直し、また補助

金の見直し、民間委託の推進、また定員適正化など、こういうことを実施させていただい

てですね、少ない中でもなんとかいろんな施策に使える財源を生み出しているところでご

ざいます。 

（郡司掛君「市長、よろしいですか」の声あり） 

○副議長 岡本清靖君 

 市長、答弁。 

○市長 後藤元秀君 

 事業の見直しにつきましては、あらゆる面で取り組んでいかなければならないと思って

おります。 
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 また逆に行財政改革プランで職員数をずっと減らしてきましたが、本当にそれでよかっ

たのかどうか。逆に今になって、国は、嘱託職員さんたちの処遇を改善しなさいという方

向にいっています。もしかしたら、給与の改善も含めてでございますので、これから先は、

そういう人減らしだけでいいのかどうか、行政サービス、非常に難しいところでございま

すが、多様化し、本当に様々な面で市になんとかしろという声が多いからですね、そこを

業務委託というかたちだけでいいのかどうか、その辺も考えていかなければならない。そ

ういうのも側にありながら、しっかりと節減できるところは節減していく、見直しをして

いくというのが、やはり大事だなと思っております。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 いろいろな情報と視野を財政に取り組んでいただいて、今後もよろしくお願いいたしま

す。 

 次に、少子高齢化がますます進み、社会保障費の増加は財政面にかなり影響があると思

いますが、国民保険事業、後期高齢者医療事業に対して、どのくらいの負担をしています

か。担当部長、答弁をお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 それでは、それぞれの事業への一般会計からの歳出について、平成３０年度決算ベース

でお答えをいたします。 

 初めに国民健康保険事業についてでありますが、一般会計からこの特別会計への繰り出

しが２億５２１８万円となっております。また後期高齢者医療事業につきましては、特別

会計への繰出金、また県の広域連合への負担金を合わせまして、５億５４７６万円となっ

ております。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 この中で、国保・後期の事業は医療費が影響していると思いますが、原因の分析と予防、

また啓発については、どのように行っていますか、お尋ねします。担当部長、答弁をお願

いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 
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 お答えいたします。ことしの３月に福岡県が公表しました医療費の現状によりますと、

最新がまだ平成２９年度でありますが、国民健康保険に加入している方、一人当たりの医

療費は、県内６０市町村の中で、豊前市が一番高い水準になっております。 

 また、後期高齢者医療に関しましては、こちらのほうは国が全国で取りまとめをすると

いうこともあるのでしょうか、平成２８年度分が最新のデータとなっておりますが、こち

らに関して、都道府県別で見た場合には、この制度が始まって以来、毎年福岡県は一人当

たりの医療費が全国で一番高い状態を維持し続けております。この結果から、豊前市ある

いは福岡県という所は非常に医療費が高い地域である、ということが見てとれるのではな

いかと思われます。 

 豊前市の国民健康保険の一人当たりの医療費が県下で一番高い原因は、これだと単純化

できるものでは到底ありませんが、主な要因を幾つか御紹介したいと思います。 

 まず、初めにその国民健康保険の加入者の中の前期高齢者、つまり６５歳から７４歳ま

での方の割合が、全加入者の５０％を超えているという点であります。二人に一人以上が

国民健康保険の中の６５歳以上という事態になっております。やはり年齢が高くなればな

るほど医療費が嵩むリスクが高まってきますので、これが一つの要因ではないかと思われ

ます。 

 次に、心臓病で亡くなる方が県平均に比べて１割ほど高くなっておりますし、また高血

圧症や脂質異常症、脂質異常症と言いますのは、血液中の脂肪分、コレステロールあるい

は中性脂肪、そういったものが多過ぎる、あるいは逆に少な過ぎるという症状の方で、治

療を行っていない方が決して少なくないという点であります。また、特定健診の受診率が

低いということも要因にあげられます。 

 特定健診の意義は、生活習慣病の重症化を予防し、早期に発見するということにありま

す。豊前市の場合、一人当たりの入院費も非常に高いほうに位置しておりますが、これは

重症化するまで病院に行っていない、言い換えればいよいよ悪くなってからようやく病院

に行っている、ということが言えるようであります。 

 そこで、市としては、まず、第一に特定健診の受診率向上を目指す取り組みを推進して

いるところであります。平成３０年度の受診率は、３４．２％でありまして、前年度に比

べ４．１％上昇いたしました。決して、これはまだ高い水準ではありませんが、今後も引

き続き特定健診の大切さを訴えながら、受診率の向上を図ることで重症化に歯止めをかけ

たいと思っております。 

 また、後期高齢者医療に関しましては、全国で福岡県が一番ということを受けまして、

令和２年度から開始される高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施を推進し、フレイル

予防や重症化予防による健康寿命を延ばす取り組みを併せて推進していきたいと考えてお

ります。 
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○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 いかに特定健診の受診率が上がると自分たちの体を守ることができるのと、財政にも影

響いたしますので、ぜひぜひ今後もこの上昇を続けていただきますよう、お願いいたしま

す。 

 次に、豊前市の高齢化率は何パーセントですか。ランキングは県下で何番目でしょうか。

先ほど言っていただきましたので、高齢化率は何パーセントで、県下市町村の中で何番目

に高くなっていますか、お伺いいたします。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 高齢化率について、お答えいたします。豊前市の高齢化率は、ことしの１０月１日現在

で３５．９％となっておりますが、これは県内の６０市町村の内、１５位であります。ま

た、市だけで見てみますと、２９市中、５位ということになります。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 今後もさらに増加傾向は続くのではないでしょうか。何事も予防イコール備えは健康寿

命にかかわってきます。元気で生活できることは大事だと思うので、ぜひ前向きに市民参

加を呼び掛けて続けていただきたいと思います。 

 ２０２５年問題と言われているのは、団塊の世代が全員７５歳を超えて、後期高齢者と

なり、医療や介護の必要性も急増し、財政がもたずに現行の社会保障制度が行き詰まる恐

れがあるというものです。現在の後期高齢者の人数と割合、２０２５年における後期高齢

者の予想人数と割合を教えてください。担当部長、答弁をお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 お答えいたします。７５歳以上の後期高齢者の人数は、ことしの３月３１日現在で、４

８３６人となっております。後期高齢化率は１８．９７％となります。 

 また、今後は後期高齢者の人数の増加が見込まれるわけでありますが、豊前市まち・ひ

と・しごと総合戦略の推計値によりますと、２０２５年の人数は５２７４人、後期高齢化

率は２１．５％と推計されております。 

○副議長 岡本清靖君 
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 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 市民への健康管理の啓発、医療費の削減につなげる呼び掛けを今まで以上にされ、健康

事業への協力を自然体で自覚していただく地域づくりが必要ではないでしょうか。 

 ９月の市長の部屋では、人口が減少し、少子高齢化が進む中で、人口規模に見合った施

設の縮減や整理・統合が必然となっている、と書かれています。市内には９５の公共施設

があり、これらの建物を維持管理していくとなると、平成２６年度に策定した豊前市公共

施設等総合管理計画では、今後４０年間に約６０９億円、年間１５億円余りの大規模改修、

更新費用がかかる見込み、ということですが、２７年度以降、このようなことは市政報告

会などで説明されてこられたのでしょうか。また市民への説明は、どのように取り組まれ

たのでしょうか。市長、答弁をお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 市長、答弁。 

○市長 後藤元秀君 

 ９月号で、そのような記述をしたところでございます。昔、３０年、４０年くらい前に、

国を挙げて、いわば箱物をつくる流れがありました。ある意味ではいけいけどんどんで、

こうすればもっと人口が増えるぞと、景気が良くなる、元気になる、経済効果が出てくる、

それを信じて皆さん投資をしていただきました。一時的にはかなりいい時代がございまし

たが、ちょうど切り替え期に来て、更新期に来て、その負担が今の時代に来ている、そう

いう状況だと認識しております。 

 確かに昭和３６年ごろでしたか、人口が３万８千人くらいになったころから見るとです

ね、もう２万５千人台に急減しております。そういう意味では、その人口規模、背丈にあ

った地域整備を見直していかなければならない。これから先の人口減少を止めていこうと

いう施策を打っていきたい、打っておりますが、なかなか効果が見えてきませんし、全国

どこのいわゆる地方と言われる所、中山間地域を多く抱えた所ほど、やはり人口増という

のはなかなか難しい。もちろん一部うまくいっている所がございます。山の中の村でも頑

張ればできるという所もございますが、多くがなかなかそうはいかない。むしろ長い間か

けてつくっていただいた、先人がつくっていただいた本当に素晴らしい施設でございます

が、時間とともに大きな曲がり角に来て、これが改修するのか、また統合するのか、そう

いう目の前の課題になっているところでございます。 

 私たちは、いま御紹介いただきましたように、これを１年間に１５億円もかけてつくり

直すなんていうことは、非現実的だと思っております。それでは、どのようにこれをきち

っと整理していくのか。将来に負担を残さないかたちでやるにはどうしたらいいのか。今

その問題を解決する、その問題に直面しているというふうに認識しているところでござい
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ます。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 それでは、現在の小中学校の児童数をお尋ねいたします。担当部長、答弁をお願いしま

す。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗燒憲児君 

 それでは、本年、令和元年５月１日現在の数を学校別でお答えさせていただきます。 

 まず、小学校につきましては、児童数、八屋小学校で２６０名、大村小学校が２８名、

宇島小学校が２０５名、角田小学校７２名、山田小学校６８名、千束小学校１４９名、三

毛門小学校２３７名、黒土小学校１３７名、横武小学校５８名、合岩小学校７３名で、合

計で１２８６名でございます。 

 中学校の生徒数につきましては、八屋中学校が１９１名、角田中学校が３１名、千束中

学校が１９７名、合岩中学校４３名で、合計４６２名となっております。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 あまり大きい減少傾向は感じられませんが、分母が小さいためでしょうか。６歳児が小

学生になるころには、１０６４名になります。今の１歳児が１５４名、２歳児が１５５名、

３歳児が１６３名、４歳児が１９６名、５歳児が１９９名、６歳児が１９７名になってお

ります。この中で、いま発表された中では、まだ２００台にとどまっておりますが、これ

から２０名ほどが減少します。これによって複式学級が増すかと思いますが、複式学級は

何クラスありますか。担当部長、答弁をお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗燒憲児君 

 複式学級につきましては、本年度の状況をお答えいたしますと、小学校におきましては、

大村小学校の２年・３年が一つ、それから４年・５年が複式ということで、大村小学校に

つきましては、２学級が複式になってございます。 

 また、横武小学校の３年・４年が複式でございますので、市内全体としましては、複式

学級が３学級ということになります。 

○副議長 岡本清靖君 
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 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 複式学級の規定はあるのでしょうか。また少人数制の弊害をお尋ねします。担当部長、

答弁をお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗燒憲児君 

 複式学級につきましては、文科省が示します指針に従いまして、都道府県、福岡県のほ

うで基準を設けてございます。それに従えばですね、小学校につきましては、１年生を例

外といたしまして、２学年の合計が１６名以下という基準がございます。これが基本でご

ざいますけども、他にも幾つかの要因がございます。 

 それから、少人数制の弊害ということでございますけれども、これにつきましては、平

成２７年１月に文科省が公立小学校・中学校の適正規模、適正配置等に関する手引きとい

うものを出してございまして、その中で様々な要因があるということで記載をされており

ますが、例えばクラス替えが全部または一部の学年でできないということ、それから教員

の加配なしには習熟度別指導など、クラスの枠を超えた多様な指導形態が取りにくいとい

うこと。それから中学校では、部活動が限定されるほか、クラブ活動や部活動の指導者確

保が困難になるということ、それから上級生や下級生間のコミュニケーションが少なくな

る、また学習や進路選択の規範となる先輩の数が少なくなる、さらには児童生徒の人間関

係等が固定しやすい、また進学等の際に、大きな集団への適応に困難を来たす可能性があ

る、また多様なものの見方や表現の仕方に触れることが難しくなるなど、様々な弊害が指

摘をされているところでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 少人数教育の難しさをお聞きしました。これからの児童にとって、良い教育環境を与え、

整えていくためには、大きなハードルが待っていると思います。人口減少、子どもの出生

数を見れば、学校の統合は避けて通れないことだと思います。 

 昨年の出生数は１５０人ほどと聞いていますが、６年後にその子どもたちが１年生にな

ります。早急な対策が求められる中、今後に向けてどのように考えておられますか。１日

でも早く市民に理解していただくために地元説明会などを開き、話し合う必要があるので

はないでしょうか。 

 現在の状況をお聞かせください。市長、教育長、答弁をお願いします。 

○副議長 岡本清靖君 



- 35 - 

 教育長、答弁。 

○教育長 中島孝博君 

 人口がですね、どんどん減る、少子化に伴う中で、教育、学校について御心配をいただ

きまして、ありがとうございます。 

 人口が減る、これは即ち財政規模が大幅に縮小していくわけですから、豊前市の未来を

担う子どもたちにどんな教育環境を整備していくかということは、既にその数が２００か

ら１５０という数が見えてきた現在ですね、どうしても避けては通れない、しかも急がな

いといけない問題だというふうに考えております。 

 ただ、地域にある学校をどうするかということは、その地域にとって寂しく重大な問題

でありますので、同時にどんな教育が子どもたちに望まれるかということと併せてですね、

しっかり考えていかなければならない、というふうに認識しております。 

 現在、豊前市教育未来検討委員会という組織を立ち上げまして、有識者等を含めて議論

していただいている最中でございます。この提言を踏まえて基本方針をまとめ次第ですね、

恐らく来年度になろうかと思いますけども、市のホームページ等でその内容について発信

したり、また説明会等を計画していくことになるであろうというふうに考えております。 

 議員の御理解を、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 市長、答弁。 

○市長 後藤元秀君 

 経過として、ただいま教育長から答弁させていただいたとおりでございます。このまま

いきますと、なかなか教育そのものが今求められているという言葉を使っていいかどうか

分かりませんが、国内全体から見れば、また国際化的に見ても、いわば先生が教科書をも

とに黒板に教科書の内容を書き写して、一斉授業というやり方がございますが、こういう

やり方がいつまで続けられるのか。ＩＣＴ教育だとか、また国際化、グローバル化によっ

て、英語教育をどのように子どもたちに、いわゆるペーパーテストではなくて、使える英

語教育をどのように浸透させて教え込んでいくのか。本当にステージが二つも三つも先を

いっている地域がたくさんあるようでございます。 

 先進の教育環境、もちろん今のままでも日本の教育レベルは高いほうでございますから、

いいじゃないかという御意見もあるかもしれませんが、豊前市が先ほども議論の中にあり

ましたように、人口減少にどのように歯止めをかけていくのか、豊前市で子どもを産んで

育てて教育を受けさせる、素晴らしい教育環境がある。これも魅力の一つではないかと思

います。そういうことをいま検討委員会の中で議論をしていただきながら、適正規模はど

のようになるのか、いま見守っているところでございます。 

 いずれにしましても、子どもたちが豊前市内で生まれてきて、本当に良い教育環境に恵
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まれて、地域の皆さんにコミュニケーション能力を高めていただきながら、人間としてし

っかり国際的にも地域の中でしっかり踏ん張りながら生きていける、そんな子どもたちを

育てていかなければと思っております。そのためにも財政面での厳しいところをクリアし

なければなりません。 

もう本当に先ほど部長から傍聴の皆さんにお願いしましたが、医療費でポンと持ってい

かれるお金、そこをですね、教育のほうに回せるような、そういうこともやはり皆さんに

も考えていただければと。ぜひ特定健診を受けていただき、自分の体の現状を知って、早

く手を打てば、健康寿命が延びます。幸せ時間が延びるということでございます。ぜひそ

ういうことからも財政の負担を少なくするように、皆さんで力を貸していただければと。

御自分の健康は、今お医者さんにかかっているから大丈夫、ではなくて、いや、悪くなっ

たら行けばいい、ではなくて、前もって自分の現状を知る、そして早く手を打っていく。

いまＡＩ・人工知能があります。この病気にかかったら次はこの病気になっていく。段々

重症化していくという、そういう流れはもう見えてきております。今と５年先、１０年先

が見える状態になりました。ぜひ早く手を打って健康寿命を延ばしていただき、財政面で

も少しお手伝いいただければと願っているところでございます。 

 行き過ぎた発言もあったかもしれませんが、そういうかたちで子どもたちが豊前に生ま

れて良かった、育って良かった、教育を受けて良かったと言われるような環境づくりを目

指していかなければと思っているところでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛議員。 

○４番 郡司掛八千代君 

 きょう、この場で、このような機会を与えて、後ろにおられる傍聴者の皆様に直接お話

できたことが、とても私の一般質問の意義があると思っております。ありがとうございま

した。 

 集まって行きたい所には人の温もりがあると言われています。移住者も受け入れるには、

地域の応援が大事ではないかと思います。 

 豊前市民、行政がワンチームになって、財政健全化に向けて真剣に取り組んでいただく

ことをお願いいたしまして、私の一般質問を終わらせていただきます。 

 ありがとうございました。 

（会場内、拍手あり） 

○副議長 岡本清靖君 

 郡司掛八千代議員の質問が終わりました。 

 ここで、議事運営上、暫時休憩をいたします。 

 再開は、放送でお知らせします。 
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休憩 １１時５０分 

再開 １３時１０分 

○副議長 岡本清靖君 

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 為藤直美議員の一般質問を行います。 

 為藤直美議員。 

○１番 為藤直美君 

 こんにちは。議席番号１番、為藤直美です。まずは９月議会終了後、１０月１２日に伊

豆半島に上陸した台風１９号は、翌日にかけて、関東、東北を通過しながら、堤防決壊は

７１河川、１４０箇所にもわたり、土砂災害は２０都県、８２１件、住宅被害８万７４０

０戸余りで、死者９３名、不明者３名と、各地で多くの被害をもたらしました。被災者に

対しまして御冥福をお祈りしますとともに、心よりお見舞いを申し上げます。 

 それでは、発言通告に従いまして、質問をしていきたいと思います。豊前市をもっと魅

力あるまちにするためにも、ぜひとも執行部の前向きな答弁をよろしくお願いいたします。 

 まずは、安全で安心なまちづくりのために、私たちの住む豊前市が、これまでに災害に

備え改善してきたこと、万が一に備え準備してきたことについて、お尋ねいたします。 

 また、ハザードマップによる市民に分かりやすい表現で安全な場所についても、執行部

に答弁を求めます。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁 

○総務部長 諫山喜幸君  

 それでは、まず改善というか、災害に対することですが、各、毎月の広報に、例えば上

町地区の自主防災組織による防災訓練の紹介、また６月では、大雨に対応したような、知

る・学ぶとかですね、考え・行動すること、ということで、意識の啓発等を、まず主に広

報等を使ってですね、また一般質問にもお答えしながらですね、実施をしてきたところで

ございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 近年、災害が多く発生し、その被害も大きく、南海トラフ地震も予想されています。昨

年２月には、３０年以内に、その確率は８０％まで引き上げられる報道がありました。ま

た、この一週間、体感首都直下地震がテレビで放送され、私たちのまちはどうなのか、も

しものときにどうすればいいのか、不安な方が多くいると思います。 

 先ほど答弁にあった情報を常に耳にし、目に留まるように、新しく正しい情報の提供を
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お願いします。 

 そして、豊前市が、災害が少なく安全であると言われますが、備えあれば憂いなし、災

害時には、まず命を守ることが第一であります。その中において、生きていく上で、水・

電気の確保はいち早く必要とされていると思います。以前から内丸議員も質問されていま

したが、備蓄品の中に液体ミルクは準備されていますでしょうか。執行部に答弁を求めま

す。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 液体ミルクについてはですね、ことしに入ってから、３月、鎌田議員、それから内丸議

員、それから今回ということでですね、皆さんの御関心も高いというふうに認識をしてお

ります。液体ミルクについてはですね、災害時において母乳の代替品ということで、やは

り有効だということで、私もそういう認識はございます。今ですね、全国的に大規模な災

害が起こっており、液体ミルクの備蓄がですね、例えばちょっと東京都方面の報道もあり

ましたが、導入が進んでいるというふうに聞いております。 

 ただ、一方でですね、保存料が使用されていないということで、賞味期限が６カ月、ま

たは１年ということで、私どもが備蓄している水とかお米のアルファ米というんですか、

水を入れたら出来上がるというものが５年とかですね、それに比べると少し短いというこ

とで、そこが課題というふうには認識をしております。 

 いま少しＭ社とＥ社ですか、ちょっと２社ほど私も調べてみて、したんですが、なかな

かやっぱりそこが短いというのが、ある意味導入にいかないというところの自治体の声も

何町村か、私も確認しました。 

 今後、じゃあどうするのかということで、まず前回、内丸議員の質問の中で、道の駅と

いう御提案もありましたので、まず議会終了後に道の駅に相談に行ってですね、そうする

と、今ちょっと工事をしているんですが、年末もしくは年明けにですね、取り扱いを開始

していただけるような御回答をいただいていますので、まずそういう供給体制を重視して

いきたいと思っております。 

 また、市内のドラッグストアとかですね、協定を結んだりしてですね、その辺でうまく、

在庫を持つというか備蓄も必要なんですが、そういう供給体制も整備していければなとい

うふうには考えております。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 赤ちゃんとお母さんを守るためには、液体ミルクを準備しておくことは必要だと思いま
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す。私は、このことにつきまして、１０月に国会に行き、議員であり、小児科医でもある

自見英子さんに直接話を伺ってきました。先ほど課長が言うようにですね、あくまでも母

乳の代替ということで、災害時に備えて、というような意味合いでございました。やはり

一番は、お母さんの母乳は必要だということで、販売を、そこまで力を入れていないには

理由がありまして、お母さんが楽をするという意味ではなく、あくまでも緊急時に必要と

している、というお話をいただきました。 

 これにつきまして、始まりは平成２８年４月の熊本地震において、フィンランドから災

害支援として液体ミルクが５千パック送られてまいりました。多くのお母さんが本当に助

かったと感謝の声を聞き、日本では、食品衛生法に、液体ミルクに関する成分規格等の基

準がなく、また消費者庁の表示基準等にも設定されていないため、製造をすることができ

ませんでした。しかし、近年、災害が多く発生している日本において、ライフラインが寸

断されると粉ミルクもつくれず、日本での液体ミルクの必要性が高いことから、平成２８

年１２月、日本防災士会からの早期実現に向けて要望書が提出されました。このことから、

ことし３月に健康増進法に基づく許可が取れ、製品化されました。多くの自治体で備蓄品

として準備されております。 

 １０月２５日付で、各自治体に災害時における母子に必要となる物資の備蓄について、

事務連絡が来ていると思います。担当者、これは確認済みでしょうか。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 ちょっと担当課には確認したんですが、ちょっとまだ確認していないということなので、

早急に戻って確認をしたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 １０月２５日付で来ていると思いますので、こちらのほうを確認していただきまして、

赤ちゃん防災プロジェクトが設立されております。１１月１９日には、いい備蓄の日とさ

れています。１１月２９日は、テレビでも災害時に液体ミルクの備えをと放送され、３０

日の新聞でも大々的に取り上げられております。 

 豊前市は、今後どのように取り組まれるでしょうか。お考えをお聞かせください。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 熊本地震以降ですね、こういうことで注目をされているのは、私も承知しております。
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新聞報道では、年明けの４月にも、また違うメーカーからですね、３番目の液体ミルクが

発売されるような新聞報道等も、私も見ておりますので、そういう賞味期限の長さも確認

しながらですね、ちょっと進めていきたいなとは思っております。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 子どもは地域の宝であります。先ほども言われましたけれども、鎌田議員、そして内丸

議員も、このことにすごく関心を持ってですね、多数の議員からも質問があると思います

ので、ぜひ前向きに検討されてですね、半年しかない賞味期限とありましたが、３カ月の

健診のときに回すなどですね、ローリングストック等により有効に活用していただきたい

と思います。 

 次に、もしものときに備えての協力体制についてであります。その地域がもし災害に遭

ったとき、素早く周りと連携をしていくことが大切だと思います。現在、豊前市は、どの

ような企業と、団体と協定を結んでいますか、お尋ねします。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 先ほど道の駅の話も出ましたが、災害時に必要な日用品とか、あと飲料水、また冷暖房

器具等ですね、優先的にということで、２０件の災害協定を各企業等と結んでいるところ

でございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 豊前市は災害も少なく、我がまちは大丈夫だと、危機感も薄いように感じます。もしも

のときに備えて多くのことを想定し、共助である協力体制の構築をお願いします。 

 １１月５日から４日間、各地区で議会報告会がありました。その中での説明にもありま

したが、令和２年から各世帯に防災ラジオが配布されます。今や情報は携帯が早く、外出

していてもつながります。ＬＩＮＥや他の防災アプリの活用も同時に進行し、ツールは多

くあるほうが安心です。常に情報をキャッチし、市民の安全を確保していただきたいと思

います。 

 市長に、市民の安心・安全なまちづくりについて、見解を伺います。 

○副議長 岡本清靖君 

 市長、答弁。 

○市長 後藤元秀君 
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 御指摘のとおり、豊前市は災害が少ないというふうに言われておりますし、実際に大き

な災害については、今のところ、まさに発生が少ないのは実態でございますが、いつ、ど

こで、どのようになるか分からない地球規模の気候変動の中で、そんな安穏としておれる

ような状況ではないというのは、共通するところでございます。我々が意識しているとこ

ろでございます。 

 そうした中で、防災という、いざというときのために備えをどのようにするのか、先ほ

ども御指摘いただきました、普段からちゃんと物流体制をきちっと整えておく、ストック

を持っておく、こういう体制、また医療を含めて人的資源をどのように確保していくのか、

その辺のところも大事だと思います。 

 また、いざという備えと同時に、即対応体制、これは消防団員の皆さん、防災士の皆さ

んなど、地域の中に根差して活動していただいている皆さん、最前線で頑張っていただい

ている皆さん、そうした皆さんの普段からの御精進、訓練、そういう努力もやっていただ

いております。さらに公助の世界に入りますと、消防、警察、そして自衛隊、また国交省

のタスクフォースなどの専門部隊、こういうところと連携を密にしながら、普段からしっ

かりと連携を取りながら、情報交換しながら、というふうに備えていかなければならない

と思います。 

 また、御指摘いただきましたように、一人一人の市民の皆さんが、しっかりときちっと

した情報、正しい情報、正確な情報が手に入るシステム、また正確な情報がいち早く入手

できる体制、防災ラジオだけではなく、ＳＮＳを使った一人一人にそういう情報がきちっ

と届くように努力をしていかなければというふうに思っているところでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 市民の生命を守るために、いつ起こるか分からない災害時の備え、早い対応、正しい情

報の提供を、よろしくお願いいたします。 

 次に、ふるさと納税のメリットについて、伺います。 

 ふるさと納税の収入について、年度途中ではありますが、現状を聞こうとしましたが、

先ほど郡司掛議員の質問においてですね、苦戦しているということでありました。返礼品

に関しても２５０品目ほど準備しているという答弁がありました。今や少子高齢化の時代、

豊前市も他の地域同様に人口減による税収の減少、また豊前市が合併して昭和３０年から

６４年、今や良い時代に建てられた施設の維持、思い切った政策を立てるには厳しい経済

状況でもあると思いますが、魅力あるまちづくりを目指してと、常に掲げている豊前市と

して、知恵を絞り、市民参加型の一人一人が輝くまちこそが魅力ある地域だと考えます。 

 唯一の財源である今ある制度、ふるさと納税を活用できるように、力を注ぐときでもあ
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ると考えます。 

 そうした中で、１２月に入りました。今こそふるさと納税のメリットをいち早く市民の

方へＰＲをどのように工夫していますか、という質問を用意しておりましたが、先ほど郡

司掛議員の質問の中にもありました。知人・友人、また区長、そして職員、朝はですね、

傍聴席のほうに部長自ら声を掛けていただきました。今、ふるさとＷｉｓｈという番組が

ですね、一週間、豊前を放送されております。その中において、浦野醤油屋さんもですね、

きょうは生中継が入っているということでありますので、早速、連絡をして、ぜひＰＲを

お願いしたいということで、お願いしたところであります。 

 爪丸議員の少子化問題の質問に対しても、市長もふるさと納税、地方創生といったよう

に、ふるさと納税の活用について、たくさんの議員が触れております。納税世代に明るく

分かりやすいＰＲで、返礼品の魅力、豊前市の好感度を上げるための思い切った工夫と協

力をお願いします。 

 そしてその活用法として、目的を明確にすることで、地方創生事業等で国の補助金を活

用して、近くの町ではチャレンジショップ等、市民に分かりやすい事業を展開しておりま

す。豊前市のこれまでの地方創生事業の事業と、また今後の計画について、執行部に答弁

を求めます。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 これまでの実績と、いま第２期を策定している経過というか、それを担当課長より説明

させていただきます。 

○副議長 岡本清靖君 

 総合政策課長、答弁。 

○総合政策課長 真面春樹君 

 総合政策課からお答えをさせていただきたいと思います。地方創生事業につきましては、

現在、平成２７年１２月議会で御議決をいただきました、豊前市まち・ひと・しごと創生

総合戦略に基づきまして、現在は国の地方創生にかかる交付金を活用しながら、事業を展

開しております。 

 現在ある総合戦略につきましては、大きく三つの柱がございまして、観光の振興、教育・

文化・スポーツの振興、１次産業の振興という柱のもとにですね、地域課題の解決や人口

減少に歯止めをかけることにつきまして、市の機能を維持できるまちづくりを目ざすこと

としております。 

 現在ではですね、この総合戦略は今年度までとなっていますので、来年度からの第２期

まち・ひと・しごと創生総合戦略の作成にとりかかって・・ 
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 すみません、具体的な事業について申し上げます。平成２８年度に、まず繰越しの事業

ではございましたけれども、地方創生加速化交付金という事業がございまして、これにつ

きましては、補助率が１０分の１０でございました。この分を活用しまして、観光振興の

計画、それから観光アプリの開発、そういったもの。それから古民家改修も行いまして、

主に観光振興についての基盤づくり、地域資源活用の拠点づくりに取り組んだところです。 

 その次に、平成２８年度から、この頃から補助率２分の１の地方創生の振興の交付金な

んですけども、まず一つは、うみてらす豊前を拠点としました地域間交流を行いました。

それからもう一つ、これは北九州都市圏域連携中枢都市圏での取り組みですけれども、圏

域全体の認知度の向上を図るということで、首都圏での物産展を開催するなどの事業に取

り組みました。 

 それから、さらに今年度からですね、新たに２次の採択を受けまして、まず外国人の生

活基盤支援事業に取り組んでおります。年々多くなりつつある外国人労働者の方が豊前で

生活しやすい環境づくりということに取り組んでおります。 

 それからもう一つ、ジビエ販売促進事業について、ジビエセンターでの生産ですね、そ

の販売促進ということに取り組んでおります。 

 それで来年度以降につきましては、現在、第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略の作

成に取り掛かっておりまして、さらなる人口定着、地域活性化の必要な取り組みを取り組

んでいくというふうにしております。以上です。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 午前中、郡司掛議員も豊後高田市の事業を例に出してお話をしておりましたが、私も、

質問が重なると思いますけれども、これだけですね熱い思いがあるということで御理解い

ただければと思います。 

 現在、企業版ふるさと納税の制度を活用している事例を目にします。企業に対して本社

が市外にある所へ、どのようなＰＲをされていますでしょうか、執行部に答弁を求めます。 

○副議長 岡本清靖君 

 総合政策課長、答弁。 

○総合政策課長 真面春樹君 

 現在、豊前市のほうで企業版ふるさと納税として実際取り組まれてはおりませんけれど

も、今ですね、国のほうで企業版ふるさと納税をより活用しやすいようにという、また制

度改正が行われております。 

 例えば、いま申し上げました国の地方創生交付金に対してですね、２分の１の補助であ

りますが、その裏の地方負担の２分の１に企業版ふるさと納税を充当できる、あるいは企
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業からの寄附の時期についてですね、以前より弾力化が示されたというところについて、

制度改正が行われております。 

 また、来年度以降も若干の制度改正があると見込まれておりますので、来年度以降、新

しい制度になってからですね、より活用しやすくなるということでございますので、これ

については積極的に取り組んでまいりたいというふうに思っております。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 ぜひ魅力あるまちを目指すためにも、明るく新たな挑戦に向けて、どうしたら皆が協力

できるのかを考える中で、９月議会終了後、９月２５日に男女共同参画室の企画により、

ラ♡ぶぜんが立ち上がりました。ラ♡ぶぜんは、豊前の魅力を発信しようと、ＳＮＳの使い

方、写真の撮り方やインスタ映えなど、５回にわたって学び、まさにきょう１２月４日が

最後の講習会でありました。 

 豊前市民以外の方も一緒に学び、豊前市の魅力を発信していただきました。こんな素敵

な所が豊前にあったのかと思わせるような素敵なフォトブックも出来上がりました。次の

実践の機会として、桜の開花にあわせたマップづくりにもチャレンジするようです。この

ような思いを持つ皆さんと共同作業でまちをＰＲするのも一つの方法ではないかと思われ

ます。ぜひ若者がワクワクとなるような企画をお願いします。 

 それでは、最後の質問です。人生１００年時代を健康で過ごすために、誰もが長生きを

するならば健康で長生きがいいと言うでしょう。１１月末の人口は２万５３１９人であり

ました。豊前市として合併からの人口と世帯数の推移について、どのように変化してきた

か、執行部に答弁を求めます。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 それでは、初めに人口の推移について、御報告いたします。 

 豊前市が誕生いたしました翌年の昭和３１年、それから平成元年、令和元年、それぞれ

の人口の推移について、およそ３０年毎になりますが、その推移について、まず御報告い

たします。 

 昭和３１年の総人口は３万８４３２人、平成元年、３万１８１８人、つまり３０数年で

６６００人余りが減少したことになります。そしてそのまた３０年後に当たります令和元

年は、２万５３４２人となっておりますので、平成元年から３０年の間で、６４７６人減

少しております。つまり６０年間で１万３千人を超える人口が減少していると言えます。 

 次に、世帯の推移について、先ほどと同様の年代で御報告いたします。昭和３１年の世
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帯数が７７２９世帯、平成元年が１万３３５世帯、つまりその間、２６０６世帯増加して

おります。そしてそのまた３０年後の令和元年は、１万１７４３世帯となっておりますか

ら、その間で１４０８世帯増加したことになります。 

 人口のほうは著しく減少しておりますが、逆に世帯のほうは年々増えているということ

が言えます。つまり家族の形態が大家族から核家族、そして個族、いわゆる一人世帯です

ね、個族といった形態に変わっているということを如実に表しているように思われます。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 人口の減少に世帯数の増加という変化が分かりました。時代の変化で核家族化が進み、

高齢化率３５．９％と豊前市の現状を把握した上で何ができるか。市民一人一人が住み慣

れたまちで安心して生活ができ、いつまでも健康でいられるよう、以前から何度かお尋ね

しました。郡司掛議員の午前中の質問にもありました。福岡県６０市町村の内、最も一人

当たりの医療費の高い豊前市であります。 

 先ほど午前中には数字も出ておりましたが、特別会計への繰越しが国保で２億円超え、

それから後期高齢者の医療費も５億円超えというところですが、医療費の推移について、

伺います。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 お答えいたします。医療費につきましては、平成２９年度と１０年前の２０年度の資料

がございますので、その二つの年代のそれぞれの国民健康保険、それから後期高齢者医療

保険について、お答えをいたします。 

 初めに加入者の方の推移でありますが、国民健康保険は、平成２０年度が７１９９人、

平成２９年度は６０２７人となっておりますので、１０年間で１１７２人減少したことに

なります。また、後期高齢者医療保険につきましては、平成２０年度、４４３４人、平成

２９年度は５００６人となっておりますから、こちらは５７２人の増加をしたことになり

ます。 

 続いて一人当たりの医療費の傾向としましては、国民健康保険は、平成２０年度、３９

万９７４３円、平成２９年度は４５万３３６７円と、１０年間で５万３６２４円増加をし

ております。また、後期高齢者医療保険では、一人当たりの医療費が平成２０年度、１０

６万８７９６円、平成２９年度、１１７万４１０１円となっておりまして、こちらは１０

年間で１０万５３０５円増えたことになります。 

○副議長 岡本清靖君 
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 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 今のようにですね、やはりいま新聞でも後期高齢者の保険料が２割になるといった話も

ある中で、医療費については、福岡県の平均と比較して、どのような状況でしょうか。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 お答えいたします。午前中の郡司掛議員の御答弁の中でも触れましたが、国民健康保険

に限っては、一人当たりの医療費が県下６０市町村の中で一番高いと申し上げましたが、

県の平均と比較をしますと、７万８千円高いという状態になっております。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 豊前市の医療費が高い原因と、今後の課題について、お尋ねします。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 これにつきましても、午前中の郡司掛議員に対する回答と重複はいたしますが、国民健

康保険の中にしめる前期高齢者、つまり６５歳以上の方の割合が半分を超えているという

こと、それから心臓病の割合が県下の平均よりも高いということもあげられます。また、

高血圧や脂質異常症の方で治療を行っていないという方が多いというデータも出ておりま

す。 

 高血圧や脂質異常症は、予防や治療ができるものでありますが、発見が遅れ重症化する

ことで、心疾患や脳血管疾患など、高額な治療費につながってくることが考えられますの

で、やはり早期発見のためには特定健診をぜひ受けていただきたいと思っているところで

あります。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 部長が言われたように、やはりそういった特定健診の受診をすることが基本であるとい

うことを感じました。それに加え、生活習慣それから食習慣、運動習慣が大切であると考

えられます。健康について、豊前市として、どのような取り組みを行っているでしょうか、

執行部に答弁を求めます。 

○副議長 岡本清靖君 
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 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 健康長寿推進課を中心に、総合福祉センター、あるいはそれぞれの地域の公民館で様々

な健康教室を開催しておりますので、そういった教室にもぜひ参加をしていただきたいと

思いますし、また健康でいるためには、家にじっと閉じこもらずに、やはり外に出て行く

ということも大事でありますから、それぞれの地域で行われているいろいろなイベントに

も気軽に参加をしていただきたいと思っております。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 介護予防の運動とですね、生涯スポーツということに分かれるかと思われるんですが、

生涯スポーツについて、伺います。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗燒憲児君 

 生涯スポーツにつきましては、先に作成をしております豊前市生涯学習推進基本計画の

中で、生涯スポーツの推進ということを重点目標の一つとして掲げてございます。その中

で、動く、それから健康づくり、そして競技スポーツというキーワードを掲げておりまし

て、それぞれについて、事業の推進を図っているところでございます。 

 特に、動くというキーワードにつきましては、やはりスポーツの不得意な方もいらっし

ゃいますので、そういう方には、とにかく日常的にまず動くことから始めませんか、とい

うところで、ウォーキングでありますとか、そういうことを、歩くことから始めましょう

ということで、現在、計画を推進しております地域づくり協議会の中でもですね、健康づ

くりの中で、ウォーキングコースを設定したりとか、そういうような取り組みについて御

検討をいただいているところでございます。 

 健康づくりという部分につきましてはですね、いわゆる軽スポーツ、レクリエーション

スポーツというようなものをベースといたしまして、総合型スポーツクラブ等の活動を通

じて、子どもから大人までが誰でも楽しく健康に留意しながらですね、スポーツに取り組

んでいただくというようなことを考えておりますし、また豊前市体育協会等もですね、様々

な取り組みをしていただいているところでございます。 

 あと競技スポーツにつきましては、本当にスポーツが得意の方がそれぞれのレベルに合

わせて様々な目標を持ってしていただくということで、活動していただいておりますけれ

ども、特に豊前市スポーツ推進委員会、または活性化協議会等ではですね、さらにレベル

の高いスポーツ活動ということで取り組みをしていただいているところでございます。以
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上です。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 運動が苦手とする方も多いかと思われます。年齢や体力に合わせて体を動かすこと、日

常的に体を動かす中でですね、やはり私もラジオ体操のバランスのとれた無理のない運動

は推進していけたらと思いまして、豊前弁ラジオ体操や、口腔ケア等、肩こり、そして腰

痛を予防するストレッチをＣＤ化するなど、考案してまいりました。そのような生涯的に

楽しみながら運動習慣を身に付ける生涯スポーツと、そしてアスリートを育てる競技スポ

ーツと分かれると思います。まずはアスリートに向けた取り組みについて、どのような事

業を行っているでしょうか、執行部に答弁を求めます。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗燒憲児君 

 競技スポーツの推進につきましては、やはりスポーツというものは市民の方に明るい話

題を提供いたしますので、特に小中学生の皆さんにですね、どういった支援ができるかと

いうところで、これにつきましては、豊前スポーツ活性化推進委員会という組織がござい

まして、そこでですね、プロ選手でありますとか専門家の方、またそれに近い高い技量を

持った方に、いわゆるクリニックというかたちで来ていただいて、事業を実施しておりま

す。 

 具体的にはバスケット教室でありますとか、サッカー教室、バドミントン教室、ゴルフ

教室、それから野球教室等を実施しておりまして、子どもたちにやはり高い技術に触れて

いただくことによって、より高みのある目標を目指していただくというところで実施をし

ているところでございます。 

 こうしたものがアスリートの育成につながる事業として機能すればいいというふうに考

えてございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 １０月にはスポーツ優秀者への表彰が行われました。スポーツの秋であります。９月か

ら新チームになり、学生は新人戦が始まりまして、栃木国体も終わりました。今週２日月

曜日から一週間、ＫＢＣのふるさとＷｉｓｈで豊前市が特集をされております。中でも、

昨日放送されましたが、皆さん御存知でしょうか、豊前市唯一の高校であります青豊高校

の生徒は、１００ｍハードルでＵ－１８優勝、そして栃木国体でまた優勝しております。
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また、ダンス部におかれましても、３年連続日本一であるということで放送されました。

放送を見て知った方も多いのではないでしょうか。 

 また、ソフトテニスにおいては、栃木国体で豊前市出身の高校３年生がベスト４に入る

などの健闘をしました。また、野球においては、春の甲子園選抜予選において、豊前市出

身の高校２年生が九州大会で優勝しています。多くの豊前市出身の子どもたちが大舞台で

活躍をしているわけです。結果報告だけでなく、スポーツは、その瞬間、見ている人を感

動させます。選手と共にそのときを一緒に戦い、応援する時間こそ心動く時だと思います。 

 相撲や野球、ゴルフなど、テレビで観ている方も多いかと思いますが、勝った瞬間のド

キドキしたときに、思わず体が動き、感動する体感を味わった方も少なくないのではない

でしょうか。 

 豊前市出身の活躍する選手の応援ができるような雰囲気づくりなどもできたらと思いま

すが、部長のお考えをお聞かせ願います。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗燒憲児君 

 議員おっしゃいますように、小・中学生、高校生、それから一般の方を含めてですね、

本当に活躍していらっしゃる方も多く、本当に常日頃の努力の賜物であろうかというふう

に敬服をしております。 

 そうした方々の活動につきましては、各競技団体からの情報でありますとか、私どもが

実際に見聞きした情報等につきまして、例えば全国大会に出場した、また出場した後にこ

ういう成績を収めたというところはですね、必要に応じて市役所入り口に立て看板等の設

置もさせていただいておりますし、また表彰等もさせていただいております。特に、豊前

市教育文化功労者表彰の中ではですね、全国レベルの大会において優秀な成績を収めた方

を対象といたしまして、また体育協会の表彰規定では、県大会以上の大会で優勝もしくは

準優勝を収めた方をですね、これからの活動の励みになればということで表彰等をさせて

いただいております。 

 いずれにしましても、いろんな情報をいただきながらですね、そうした活躍について、

市民の皆様に知っていただく機会を可能な限り設けていきたいというふうに考えてござい

ます。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 豊前市に居てですね、また豊前市を離れて私学等のほうでですね、スポーツに励まれて

いる子どもたち、地元ふるさとが応援している様子が分かるとですね、また感謝し、本人
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もやりがいがあるのではないでしょうか。 

 午前中、市長も１８００万円もの子育て支援にかけ、そして税金を払う頃になると都会

に出て行く、というふうに言われておりました。心をつなぐことが大切だと感じます。選

手にとって最高のパフォーマンスが出せる、また力になると思います。費用のかかる取り

組みではなく、情報伝達でできる気持ちのつながりだと思いますので、ぜひとも地域が盛

り上がる、また選手を盛り上げるようなことをお願いしたいと思います。 

 人口・世帯数の推移について、先ほども答弁にあったようにですね、三世代同居の家族

も少なく、まちによっては町民体育祭が開催される地域もありますが、世代間交流の少な

い中で、スポーツを通して地域で昨年から取り組む地域づくり協議会が、こちらの議論の

中で、そういった計画は出されているでしょうか、執行部に答弁を求めます。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗燒憲児君 

 地域づくり協議会につきましては、様々な地域課題の解決ということで、いろいろな取

り組みをしていただいておりますけども、その中で、やはり先ほどから話題になっており

ます健康づくりというところがですね、話題になっておりまして、そうしたものを重点的

に取り組むというような検討もなされているところでございます。その中で、高齢者の方

の健康づくりということもありますけども、子どもたちの健康づくりも含めて、そうした

ものをスポーツの取り組みとして生かしていこうというような方向での議論がなされてい

る地域が結構あります。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 生涯スポーツと競技スポーツと、体を動かすことは、年齢、体力に合わせて筋力をつけ、

体力をあげるために必要なことだと思います。無理なく楽しみ、継続することが最も大切

だと思います。 

 ゴールデンエイジである身体能力が最も伸びる黄金期に基礎体力をつけ、成長期には競

技スポーツなど集中できる活動に取り組み、働く世代についてもストレスを発散し、仕事

や生活の活力となる程度の活動をし、定年後も長期にわたり健康寿命を延ばすためにも、

来年、日本で５６年ぶりに東京オリンピックが開催されます。新たな財源など、オリンピ

ックにちなんだ国県の取り組みを活用することはできませんでしょうか、執行部に答弁を

求めます。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 
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○教育部長 栗燒憲児君 

 オリンピック関連につきましては、オリンピック組織委員会のほうでいろいろなことを

実施をしていただいておりますけども、その中で、少し注目しておりますのは、東京オリ

ンピック教育プログラムというものがございまして、全国の小中学校のほうに問いかけを

いたしまして、その東京２０２０教育プログラム、ようい、ドン！スクールというような

ことでですね、募集をしてオリンピックに対する啓発、それからそれを契機とした子ども

たちへの啓発等を進めているところでございます。 

 その中で、市内では先日、千束中学校で、実は千束中学校の生徒さんの祖父に当たる方

が先の東京オリンピックのときの聖火ランナーとして活躍をされたということで、市役所

の玄関のロビーに、いまトーチを展示してございますけれども、そういうことでですね、

そのトーチを学校に持って来まして、そして東京オリンピックのときに地元からこういう

聖火ランナーが出たんだよ、ということで啓発をした、そういう事業を実施をいたしまし

た。そうしたものを通してですね、子どもたちに今回の東京２０２０オリンピック・パラ

リンピックの意義と、それからそれを契機としたスポーツへの関心を高めていただく、そ

してそれを啓発していただくというような取り組みをしております。 

 また、これから来年に向けて、いろいろな取り組みが組織委員会を通じて出てこようか

と思いますので、そうしたものを活用しながら地域のスポーツの振興に取り組めればとい

うふうに考えてございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 東京オリンピックならぬ、豊前オリンピックなどと各地域を盛り上げる取り組みなど、

今しかできない、今だからこそできる取り組みを、よろしくお願いします。 

 １１月２４日には、社会福祉協議会が主催する地域のお宝探し発表会がありました。何

より健康で長生きをするために、地域間交流や、動く・話す・食べることが大切で、ニュ

ースポーツの取り組みや引きこもっている高齢者を外へ出し、声を出し、手を叩き、応援

したり、心と体を動かし、感動し、感謝することと、触れ合うことができたらと思ってお

ります。 

 最後に人生１００年時代を健康で過ごすために、部長の思いをお聞かせください。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗燒憲児君 

 スポーツによる健康づくり、それからスポーツによる地域の活性化と言いますのは、今

まで長くですね、いろんなところで取り組みが行われてきたというふうに認識をしており
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ます。 

 私個人もいささかスポーツをたしなみますけれども、やはりスポーツをするということ

は気持ちのリフレッシュ、その気持ちをリフレッシュすることによって、日常では味わえ

ないいろんな体験ができるというふうに認識をしております。そうした場をですね、皆さ

んがスポーツに親しんでいただけるような場を用意すること、そしてその活動を支援して

いくことが私ども行政の任務の一つかなというふうに感じておりますので、地域の方々が

そうしたスポーツを通じた地域づくりでありますとか、健康づくりを進めていく上で、少

しでも支援ができるようなことを、これからも進めていきたいと思いますし、そうするこ

とがやはり明るい豊前市をつくる一つの契機になるんだろうなというふうに考えておりま

すので、今後ともそうした地域の活動を、どう支援していくかということを中心に考えて

まいりたいというふうに考えております。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 一つ提案があります。観光バスのようにですね、市営バス、コミュニティバスなどの活

用で、体を動かす所、共に食事をする所、お茶を楽しみ会話する所、温泉やマッサージで

癒される所、買い物をする所など、生活に必要な習慣づくりが自然にできるような、市民

が市内を巡るスポットをつなげていってはどうでしょうか。 

４年に一度行われました野球、ＷＢＳＣプレミア１２では、侍ジャパンが優勝しました。

ラグビーワールドカップで日本代表がベスト８入りで多くの人が心をワクワクしたことは、

記憶に新しくあると思います。 

ことしの流行語にもなりましたワンチーム、心を一つに助け合い、励まし合い、同じ目

標に向かう豊前市がワンチームでありたいと願いを込めて、きょうは総務部長、そして市

長も傍聴席の皆さんに直接お願いし、参加型の議会になったんではないかと思われます。 

 最後に、１００歳まで後３０年であります市長に、今の思いと今後の方向性を伺います。 

○副議長 岡本清靖君 

 市長、答弁。 

○市長 後藤元秀君 

 スポーツを通して一人一人が明るく元気になる、健康になる、そしてそのことによって

地域がますます輝いていく、暮らしやすい、また連帯のとれたワンチームになっていく。

本当にスポーツのもつ可能性と言いますか、この秋にも、いま御紹介にありましたように、

ラグビーのあの活躍、私も若い頃、ラグビーをずっとやっておりましたので、本当に心躍

る日々を過ごさせていただきました。 

 体を張って頑張っていく、あの姿も素晴らしんですが、やはり根底に健康づくりとして
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のスポーツ、そして体を鍛えていくことによって維持ができる、健康の維持ができる。ま

た、鍛えるだけではなくて、しっかりとメンテナンスをしていく、そういうことも大事だ

と思います。 

 そういう多方面での健康づくり、さらに地域づくりにつながるように、これからも来年

は東京オリ・パラで、また盛り上がってくると思います。為藤議員さんも体を使って、し

っかりとお手本を示していただいておりますので、私たちも一人一人が健康づくり、そし

て笑顔づくりに、スポーツを通して頑張っていければと、豊前市全体がそういうまちにな

れればと、目指していきたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 健康は一夜にしてならず。一つ御案内がありまして、１２月７日に、土曜日なんですが、

１時から日本エアロビック連盟のですね、東京から会長と理事長が豊前市に入られます。

健康で長生き教室を指導してくださるということになりまして、ＮＨＫで番組を持ってい

らっしゃった先生自ら指導に当たってくれるという企画もあります。もし、健康になりた

いという方がおられましたらですね、職員の方、運動不足の方が多いかと思いますので、

ぜひ参加をしていただければと思います。 

 時間がもう少しあります。最後にですね、今月号の市長の部屋で、来るべきＳｏｃｉｅ

ｔｙ５．０社会に向けての中に、ＡＩに負けない頭脳と対人関係をうまくできる人間力、

また生き抜く力を持つ子どもたちを育て、教育していかなければならない、とありました。

人生１００年時代を生き抜く上で、子ども時代の考え方や経験は、大きく人生に影響する

と思われます。最後に教育長にお考えを伺います。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育長、答弁。 

○教育長 中島孝博君 

 すっかり油断しておりました。いま御指摘のＡＩを使った時代が来てですね、いろんな

職業も無くなるというような指摘もされています。じゃあどういうことができる子どもが

大人として生き抜いていけるのか、またその中で充実した生活を獲得していけるのかとい

うことは、今までの学校がやってきた学習とは違ったスタイルの授業を目指していかなけ

ればならないと思っております。ですので、そういう学習ができる環境をですね、しっか

り整えていきたいというのは、まずベースにございます。 

また、先ほどから御指摘をいただいていたスポーツの素晴らしさとかですね、生涯スポ

ーツを持った方の姿も、私もいろんな大会でも見させていただいて、高齢になられても非

常に充実した雰囲気で暮らされているというのを見るにつれてですね、子どもたちが生涯
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付き合っていけるスポーツも獲得させていきたい。そのためにはできるだけ早く、子ども

のうちに本物に触れる体験とかですね、それからそのときに出会ったやる気を小・中・高

とつないで、スポーツに親しめる環境づくりとかを進めていきたいと思います。そういう

意味でも、今の部活動が充実していないところなどは課題だと思っておりますので、そう

いうところをしっかり取り組んでまいりたいと思っております。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤議員。 

○１番 為藤直美君 

 次回はですね、教育問題について質問したいと思い、きょうは予告ということで、少し

触れさせていただきました。教育課題は豊前にとっても大変重要な課題と考えております。

詳しくは次回、２月の議会で深く深く掘り下げていきたいなと思っております。 

 ことしは５月に令和時代に入り、もうすぐその令和元年時代が終わろうとしています。

これから寒い時期に入りますが、職員の皆様方におかれましては、体調には十分気を付け

られ、スピード感をもって心を一つに豊前市民とともにワンチームになり、魅力溢れるま

ちの実現に向けて、明るい年を迎えられるよう心からお願いしまして、私の一般質問を終

わります。 

○副議長 岡本清靖君 

 為藤直美議員の質問が終わりました。 

 ここで、議事運営上、暫時休憩をいたします。 

休憩 １４時０９分 

再開 １４時１９分 

○副議長 岡本清靖君 

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 次に、尾澤満治議員の一般質問を行います。 

 尾澤満治議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 皆さん、こんにちは。きょう最後の質問をさせていただきますので、よろしくお願いし

たいと思います。 

 全国的に人口減少、そして少子高齢化の波が押し寄せてきている、この時代にですね、

どのようにして対策を講じていかなければならないかについて、市民協働のまちづくりに

ついてと市民サービスの向上の２項目について、お伺いをさせていただきますので、執行

部の前向きな答弁をお願いしたいと思います。 

 最初にですね、市民協働のまちづくりについて、お伺いをさせていただきたいと思いま

す。先般、資料請求しました、これからの人口推移について、最初にお伺いしたいと思い
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ます。 

現在の豊前市の人口は２万５３２７人で、２０２５年、６年後には２万２８５６人にな

り、２０３０年には２万１３２８人、２０３５年には１万９８１１人になり、２０４０年

には１万８３１１人になると、日本創成会議が推計している将来人口数値を聞いて、最初

にどのように思われるか、代表して総務部長に一言感想をお聞かせください。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 そうですね、まさしくですね、危機的な状況というふうに認識をしております。いろん

な、午前中でも爪丸議員、郡司掛議員、また午後からでも為藤議員等からも御質問いただ

き、また９月議会までにも議員皆様からやっぱりいろんな御質問を受ける中で、やはり私

どもは危機的状況というのは、庁舎で共通認識をしているところでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 ありがとうございました。私もですね、やはり最初に思ったことは、やはり豊前市の財

政が一番大丈夫かなということが、第一にピンときました。なぜならば、収入はそんなに

大きく変わらないかとしても、この資料によりますと、いま現在、９０歳から１００歳以

上でも６６９名、これが２０４０年には９０歳以上の人が１１２２人くらいに増えると、

いいことだと思うんですね。長生きするってことはいいんでしょうけど、それに対して社

会保障費や、あと各建物のメンテナンスがかなり大きく費用を支出していくんじゃないか

なということで心配をさせていただいています。 

 財務課長、これからの財政はどうでしょうか、大丈夫でしょうか。 

○副議長 岡本清靖君 

 財務課長、答弁。 

○財務課長 林田冷子君 

 大丈夫かと言われれば、大丈夫であるように、しっかりと取り組んでいくというところ

だと思っています。 

 財務課長として一番大事にしているところは、やはり今も大事ですけども、後年度に負

担を残さないということも大事にしておりますので、そういったところにしっかりと取り

組んでいきたいと考えています。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 
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 ありがとうございます。本当に、ただ我々だけが、行政だけが頑張っても限度があると

思います。やはりこれに対しては、行政ができることは行政がやり、市民にお願いするこ

とはしっかり市民にお願いして、すみ分けをしていただいて、市民に理解をしていただい

て、協働のまちづくりを推進していかないと、というふうに思います。 

 そこでいま公民館運営協議会から地域づくり協議会に、執行部のほうがシフトをしてい

ますが、現在の進捗状況を教えていただきたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗燒憲児君 

 地域づくり協議会の取り組みでございますけども、いま市内１１の地区公民館を拠点と

いたしまして、公民館運営審議会を地域づくり協議会のほうに移行ということでお願いを

しているところでございます。 

 その内、現在、六つの地区ではですね、既に地域づくり協議会が設立をされております。

その内、地域づくり協議会の目的として、地域課題を地域づくり計画ということでまとめ

ていただきたいと、取りまとめをいただきたいというお願いをしているんですが、その地

域づくり計画までたどり着いておりますのが、宇島地区、それから大村・青畑地区、それ

から三毛門地区ということになろうかと思います。 

 残りの三つの協議会につきましては、この計画の策定に向けてですね、地域でのアンケ

ートでありますとか、また専門部会を設けましての計画の骨子づくり、そうしたものを進

めていただいているところでございます。 

 その他、あと五つの地区につきましては、現在、その地域づくり協議会の設立に向けて

住民会等を開催していただいておりまして、委員の範囲でありますとか、規約づくり、そ

うしたところに取り組んでいただいているところでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 地域の課題、計画づくりをされているということで、６箇所でやられているということ

で、地域づくり協議会の事業の内容というか、どのような事業をこれから目的として行っ

ていくのか、指導しているのか教えていただきたいというふうに思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗燒憲児君 

 地域づくり計画につきましては、幾つかの目標と言いますか、大きな柱を立てて計画を

していただいておりますけども、各地域でやはり共通しておりますのは、安全・安心のネ
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ットワークづくりでありますとか、それから健康づくりでありますとか、それから地域の

環境に関すること、それから子どもたちの健全育成に関すること、こうしたことが共通の

課題として出てくる場合が多ございます。 

 その他についてはですね、それぞれの地域ごとに状況が違いますので、それぞれの課題

に応じた内容が出てきて、それがそれぞれの地域ごとの差かなというふうに感じていると

ころでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 大体事業が、ソフト事業が主になっていると思うんですが、私が思うのは、幾らか軽度

のハード事業も取り組んでいただければ、委託ができないのか。例えば地域の草刈りや道

路の修理などの委託が一部できないのか、お伺いしたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗燒憲児君 

 現在まだそこまでですね、目標として持ってはおりませんけれども、こうした地域づく

り協議会と言いますのは、何も豊前市が独自に始めたわけではなくて、全国至る所でいろ

んな類似の取り組みが、もう既に２０年、３０年前から進められております。 

 そうした先進事例を見ますと、当初はソフト事業だけであったものが結果的に簡単な、

今おっしゃるようなハード事業でありますとか、そうしたものまで含むというような事例

が多く見受けられますので、今後、地域づくり協議会の活動が進んでいく中で、そうした

課題が出てくる可能性はあろうかと思っています。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 なぜかというと、地域が結構いま、ことしも暑さで草がかなりあちこちでボウボウとな

っているという地域がですね、やはり豊前市の魅力というのを見せたときに、やはりそう

いうところを見られると、やはり良くないのかなというかたちで、そこらで自分たちがで

きるところは自分たちでやるというかたちで、地域で見守るためにも、そういう軽度なハ

ード事業も入れていただければありがたいかなというふうに思っております。 

 また、事業として、これからやはり携帯のＳＮＳを利用した取り組みは必要不可欠にな

ってくるんじゃないかなというふうに思っております。 

 例えば、連絡網、それから災害時のとき、それから避難通路で壊れている建物や道路写

真を公民館に投稿したりできる、簡単な手段のツールではないかなというふうに思ってお
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ります。 

 それからまた最近、子どもが親から怒られてですね、家出をしたいとＳＮＳを出して事

件になったケースもありますので、私が思うのは、これからは災害に遭ったとしても、ど

こに逃げる、災害のときに逃げたときにですね、やはりパニックになって、どこに居るか

分からない。そうしたときに、例えばお祖父ちゃん・お祖母ちゃんたちに連絡を取る、そ

れがＳＮＳでどこに居ますよという三者の連絡網、親とお祖父ちゃん・お祖母ちゃん、そ

れから自分というかたちの居場所づくりや、それからいま言ったように、親から怒られた

ときに、居場所づくりとしてですね、お祖父ちゃん・お祖母ちゃんとのコミュニケーショ

ンがとれれば、何か悩みがあったときに、そこがそういう逃げ道として、お祖父ちゃん・

お祖母ちゃんに相談ができる。そういうものがですね、いまＳＮＳで常にできる。 

 だけどお祖父ちゃん・お祖母ちゃんたちは、なかなかそういう器械を使うのが苦手なと

ころがありますので、そういう講習会も含めてですね、地域づくり協議会でそういう使う

勉強会もしていただければありがたいかなというふうに思いますが、部長、どう思われま

すか。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗燒憲児君 

 先ほど各地域で共通の課題としてあるのは、安全・安心のまちづくりというものを、と

いうふうにお答えをいたしましたけれども、当然その中に防災とかですね、そういう災害

時のいろんな取り組みについても話題となってきております。 

 議員おっしゃいますように、以前と比べてですね、いろんな技術が進歩しておりますの

で、そうしたＳＮＳでありますとかそうしたものを活用したネットワークづくりというも

のも検討する中ではですね、できる部分もあろうかと思いますので、また地域からそうい

う御相談がありましたら、私どももどういう事例があるのかというところを調べた上で、

一緒に考えていければと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 それでは、現在、その協議会で指導する担当職員は何名でされているのか、教えていた

だきたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育部長、答弁。 

○教育部長 栗燒憲児君 

 現在、専任となっておりますのは、係長待遇の副主幹が１名でございます。それに加え
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まして、担当課長、それから私、担当部長と三人で対応しているところでございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 これからですね、やはりこれはシフトして、いろんな事業を起こすときに、やはり担当

職員がいま１名であるというのは大変だと思いますが、事務作業とかが増えてくると思い

ますが、総務部長、ここでですね、やはり今からどんどんシフトしていくためにも職員が

今１名ですけども、再任用の職員をやはり公民館単位に、例えば三つくらいを回していっ

て、三つか四つか分かりませんけれども公民館をして、常時再任用の人を居らせて、その

計画づくりとか事務作業にアドバイスができるようなことができないのかどうか、お伺い

したいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 地域も大変だというのも連絡会議の中では教育部のほうからもきて共有していますが、

定員管理でですね、先ほどというか市長の答弁にもありましたが、定員管理で今まで職員

を減らしてきたという現状もございます。これでじゃあ大丈夫なのかと、特にテレビでも

報道されていましたが、職員を極端に少なくすることによってですね、災害対応に支障が

生じているということもテレビでも放映されていたのを、私もちょっと観たことがありま

す。 

 これからですが、そういう事情もあるのは当然認識をしておりますが、私どももやはり

行革を進めておりますので、まず行革の中で定員を、今で言うと２２０人を上限に守ると

いうのが１点。それとあと今度、会計年度任用職員も新年度から入ってきますが、それに

向けて、そこの縮減も含めてですね、再任用でカバーしなければと思っておりますが、ち

ょっといまの時点ですが、現時点では、まだそこまで人員配置ができないような状況が生

まれております。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 できましたら、先々そういう方も配置して、少しでも行政ができる部分と地元でできる

部分、自治会でできる部分を、仕事を振り分けていただいて、そこに配置していただけれ

ばありがたいかなというふうに思っています。 

 それからやはり行政が、自治会が、区がかかわることですから、いま教育部長のほうが

担当していますが、やはり区のことですから、総務課もかかわったほうがいいと思うんで
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すが、やはりそこがスムーズにことが始まるんじゃないかなというふうに思いますが、全

然、いま社会教育のほうでやられているというかたちなんですけど、これは区のことです

から総務部も一緒に入ってもらうことが必要じゃないかなと思いますが、どのように思わ

れますでしょうか。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 先ほど申しましたように、連絡会議、調整会議等を行っておりまして、入り口としては、

いま教育委員会にございますが、総務課、それから総合政策等も含めてですね、いま庁内

で連絡会議なり調整会議なりを行っておりますので、特にまた個別の課題がありまして、

それについては、各課それぞれ違う課も対応しておりますので、今後ですね、そういうの

も継続的にやっていきたいというふうに思っております。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 それと今さっき言いました、いろいろな行事をされるということであるんですが、一つ

ちょっと提案がありまして、いま地域づくり協議会でいろんな事業をやるように、いま計

画を組んでおりますが、そこでそういう行事をやったときにですね、一つの案としまして、

手挙げ式で、例えばいま言ったように地域の草刈りとか、地域で健康教室に参加したり、

それからボランティアに参加した場合に、一つのポイントとしてあげる。そしてそのポイ

ントをある程度携帯とかスマホやカードでポイントをいただいて、それを豊前市のバスや

施設の利用料に使えたり、できましたらまた地元商店街にも使えるような地域通貨を、こ

れから先々導入してはいかがでしょうか。 

 やはり地域で得たポイントを地域で還元するという循環型の経済を生かすためにもです

ね、このような地域通貨導入について、検討していただくことはできないのか、お伺いし

たいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 産業建設部長、答弁。 

○産業建設部長 中川裕次君 

 御質問の地域通貨の導入について、答弁をさせていただきます。議員の質問に基づいて、

福岡県下における取り組んでいる団体等の調査をさせていただきました。複数の団体で取

り組みがされています。 

 実施の内容としては、ほとんどがボランティア活動に参加するとポイントが貰えるとい

うような制度でございました。その手法も先ほど議員の御指摘がありました施設での使用
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料の割引、バス乗車券の補助券、指定のごみ袋との交換、地域の商店街の協力店で使用す

る等、様々な状況でございます。 

 本市で取り組むに当たって、商店街で使用できるポイント制度にする場合には、割り引

いた損益をどのように補てんするかといったような問題がございます。また、ボランティ

ア活動のほかですね、健康づくりや防災活動等への参加といったような部門での使用の可

能性についてもですね、十分検討をしていく必要があろうと思いますので、今後ですね、

庁内で十分検討をさせていただきたいというふうに思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 できましたら、やはりせっかく地元で得たお金を外貨として外に出すんじゃなくて、地

元で還元できるように。私も昔、やはり物々交換というかたちで、昔はお米がとれたらそ

の地域の漁師さんの所に行ったりして魚にかえたりとか、そういう時期がありましたけど、

今はもう完全にお金で、そういうことがないんで、外に出るよりも地元で循環型でやって

いただく。 

 それから、やはりいろんな地域のボランティアに参加することによって、本当は無償な

のでしょうけど、なかなかいま参加する人も少なくなってきている。そしてそこで健康教

室に入れば体も健康になって、少しでも、きょうも言ったように医療費が減れば、それが

プラスになってくるんじゃないかなというかたちで思いますので、そういう取り組みをあ

ちこち今やっていますので、昔、ひまわりシール会という団体がありまして、そこでやっ

ていましたけど、なかなか逆に今はスマホとかポイントが簡単に取れやすくなってきてい

ますので、その仕組みづくりをしっかりして、やはり地域で還元できるようなシステムが

できるように前向きに検討していただけたらありがたいなというふうに思いますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。 

 次にですね、市民サービスの向上について、お伺いをさせていただきたいと思います。

いま市民への伝達方法は、市報、回覧、ホームページ、防災無線、ＳＮＳ等で市民に伝達

をしていると思いますが、結構費用がかかってきているんじゃないかなというふうに思い

ますが、各項目の費用については、どれくらいかかっているのか、お伺いしたいと思いま

す。それから、また区に入っていない人たちの伝達は、どのようにしているのか、お伺い

したいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 そうですね、今の伝達方法はですね、市報、それからそれに伴って回覧、ホームページ、
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あと防災行政無線、またフェイスブック等を活用しながら情報発信なり周知をしていると

ころでございます。 

 市報の印刷ですると、約８００万円弱、またホームページの保守管理で言うと２５０万

円程度かかっておりますので、全部すると１千数百万円かなということでございます。 

 未加入者についてなんですが、なかなか区に入ることによって、そういう区長さんなり

からの配布がありますので、メリットですよということで、区の加入を推進しておるんで

すが、なかなか入っていただけないという方もいらっしゃいます。そういう方については

ですね、市役所で広報の配布、または各公民館でも予備を置いておりますので、そこで取

得していただく。また、これは６月号でも御案内したんですが、広報ぶぜんでアプリで取

れるということで、マチイロというのをこういうふうに、（資料提示あり）これは市報なん

で、どこまで通じているか分かりませんけど、こういうこともアプリで取れるということ

で周知しておりますので、こういうことで一層ですね、このアプリも含めて周知していき

たいというふうに思っております。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 そこでですね、私がこの前、新しくＬＩＮＥ機能を導入して市民に素早く分かりやすく

伝達し、それから経費節減としてＬＩＮＥの導入を検討してみたらどうでしょうか、とい

うことで前回お願いしまして、先日、名古屋の自治体向けＬＩＮＥサポートの研修に行っ

てきました。そこで、これから一つずつ導入してのメリットを聞いていきたいと思います

ので、豊前市に導入した場合のメリットについて、お伺いしたいと思います。 

 １点目は、ごみの出し方の伝達について、お伺いをさせていただきたいと思います。今

ごみのカレンダーについて、どれくらいの方々にどれくらいの部数を配布し、どれだけの

予算がかかっているのか、最初にお伺いしたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 お答えいたします。昨年度までは、ごみの出し方につきましては、資源とごみの分別ガ

イドブックというものを作成をし、市内の約１万１千戸に配布をしておりましたが、今年

度からは、ガイドブックは３年に一度の配布としまして、それとは別に、ごみ収集カレン

ダーというものを作成し、配布することと変更いたしました。なお、経費については、す

みません、手持ちの資料がありませんので、また後ほどお答えしたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 
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○１１番 尾澤満治君 

 カレンダーということで、つくっていただいているということで、うちのほうも冷蔵庫

の近くに貼っているんですが、いちいちどこでどのように書いているか、なかなか分かり

づらい。どのように出せばいいか分からない。それから出す日を間違えたりとか、そうい

うことが結構ケースがあるということなんですね。 

 そこで、いまＬＩＮＥを導入していただければ、ＬＩＮＥで時間設定をすると、前日に、

明日は燃えないごみの日ですよ、不燃物の日ですよとか、これをどのように出したらいい

んですか、という話をすると、それで返ってくる、詳しく教えてくれるというかたちなん

ですが、市民としてですね、喜ばれているという福岡市とか市川市とか、いろんな所があ

りますが、豊前市としても、市民の立場に立って、部長、このようなものを導入した場合、

どう思われるか、お伺いしたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 お答えいたします。実は、いま所属長の連絡網も以前は電話連絡をしておりました。今

はグループをつくってＬＩＮＥで連絡をするようになっております。ですから総務課がも

う一斉に配信をすれば、瞬時に所属長全員にその情報が届く、しかも視覚で見ることがで

きますから、間違えることがない。電話であれば、えっ、１０時と言ったのに、聞いたほ

うが１１時と勘違いした、言い間違い、聞き間違いがあり得ます。そういったことも解消

できますし、電話であれば一度電話したけど出なかった、そのために、またその次の人が

遅れるといったこともありましたが、もうＬＩＮＥを使えば、そういったことは、もう全

て解消されますから、ＬＩＮＥというのは非常に素晴らしいものだなというふうに思って

おります。 

 今回、尾澤議員から、ごみの出し方についてＬＩＮＥを活用しては、という御提案をい

ただきましたが、具体的に一方通行でやるのか、あるいは双方向でやるのか、どういった

情報を流すのか、サービス提供をどういうかたちでやるのか、また経費はどうなのか、そ

ういったことがまだ全く分かりません。しかもＬＩＮＥを活用するとなると、ただ、ごみ

の分だけで市役所で単独でするべきものなのか、あるいはいろいろな、今から先、御質問

されるのだとは思うんですが、災害の関係、あるいは各種証明書の関係、納税の関係、そ

ういったことを全庁的に進めたほうがいいのか、そういったところがまだ全く白紙の状態

でありますから、総務部とも十分、あるいは４部長全てで協議をしながら進めていきたい

と考えております。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 
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○１１番 尾澤満治君 

 ありがとうございました。 

 では、続きまして、災害時の避難経路について、お伺いしたいと思います。災害は忘れ

たときにやってくるなどと言われますが、いま自主防災組織も市内一巡してきました。や

っと課長もひと段落したんじゃないかなと思いますが、ことしの台風１９号で大雨が降っ

たり、数年前の広島の土砂災害のときには一番の情報ツールとして活躍したのがＬＩＮＥ

であります。どちらに逃げたらいいのか、そして逆に家にいたほうがいい、家の中でも２

階に居たほうがいいとか、そういういろんな情報ツールが入ってきますし、それから安否

確認ですね、例えば災害が起こったときに避難場所がいっぱいに、もしもなった場合、変

更しなければならない。そのときに素早く指示が出せるのが、このＬＩＮＥじゃないかな

と。そういうのもありますので、ひとつこのＬＩＮＥをうまく使うべきではないかなとい

うふうに思っております。 

 それからもしも市民がいなくなったとき、どうするかと言えば、警察が入ればＧＰＳ機

能が使えますので、そういうもの。大体、外に出たときにはラジオとかは持って行かない

ですね。携帯だけは絶対に常備持って行くと思いますので、そういうときの安否確認もど

のようにされるのか。このツールを使えば安否確認もすぐにできる。自分がここにいます

よ、というかたちですぐにできると思いますので、素晴らしいものじゃないかなと思いま

す。 

 それから防犯対策につきましても、緊急事案や不審者情報が配信されて、それに伴って

不審者などの抑止力になるんじゃないか、豊前市として安心・安全なまちづくりになるの

かと思いますが、これについて、どのようにされているのか。特に安否確認については、

どのようにこれからされるのか、市の考え方を教えていただきたい。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務部長、答弁。 

○総務部長 諫山喜幸君 

 安否確認等についてですね、担当課長より説明をさせていただきます。 

○副議長 岡本清靖君 

 総務課長、答弁。 

〇総務課長 藤井郁君 

 まず、お尋ねのありました安否確認について、御説明をさせていただきます。現在の取

り組みといたしましては、自主防災組織あるいは防災訓練の中でですね、しっかりと例え

ば自主防災組織であれば、災害時にそういう支援が必要な方については、地域の中で声を

掛け合って、それ以外でもご近所同士で声を掛け合ってというところ、それと防災訓練の

中でもそういうふうな重要性をお伝えしながらですね、お互いに地域の中で支え合うとい
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うことでの安否確認ということでお願いをさせていただいております。 

 それと、ＬＩＮＥについて、これが今回のいろいろな災害の中で効果がありましたとい

うふうな御説明をいただきました。ちょっと具体的にどういった、そういうシステムにな

っているのかというところが、まだ私のほうで勉強不足な点がございますけれども、一つ、

やはり登録に関してですね、個人の特定というのが大きな課題の一つにはなるのかなと。

ＬＩＮＥのほうを登録していただいても、個人が特定できなければ、安全ですよというふ

うな情報が伝わっても、誰が安全なのかというところが分からないというところで、そう

いうシステムを運用する上でですね、非常に大きな課題が一つあろうかなと思っておりま

す。 

 それに関しましてはですね、いま先ほど議員さんのほうからもお話があっておりました

けれども、まずは日常的に家族間で災害時等をどういうふうに連絡を家族間でするのか、

あるいは市内に居った場合に、どこに避難をするのかというところをしっかりと家族の中

でお話し合いを、常日頃からしていただくのが非常に重要かなと考えてございますので、

そういう点につきましてもですね、今後やはり地域での防災に関する研修会等々で機会あ

るごとにお伝えができればというふうに考えてございます。 

 それとあと避難経路に関しましてはですね、これも自主防災組織の中で、常日頃から皆

さんが住んでいる地域、避難経路については確認を、ということをお話をさせていただい

ております。 

それと、まだなかなか今からの取り組みということになりますけども、地区の防災計画、

この中ではですね、どういった避難経路をとったらいいのかというところも地域の皆さん

の中でお考えをしていただきながら、というふうに考えてございます。 

 それと、やはり防災無線、防災ラジオで早めの避難を呼びかけて安全な避難行動ができ

るように、今後も心掛けていくというところ。 

 それと防犯情報については、現在も防災無線のほうで随時お知らせをしているところで

ありますので、やはりそういう犯罪等に巻き込まれないようにという点で、今後もですね、

防災無線、防災ラジオを十分に活用して対応していきたいと考えてございます。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 今さっきお話していましたけど、市報の中でもありましたけど、避難をしてくださいと

話してもなかなか避難しない、どうしたらいいんだろうか、という市民からの声もあがっ

ていると思います。やはりタイムリーな情報を流していかないと、それが避難したほうが

いいのか、どうなのかというのは、その現場現場じゃないとよく分からないと思うんです

よ。これで情報がタイムリーに入ったために命が助かったという事例は結構出てきていま
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すので、ここのところはどちらが先なのかというのはありますけど、しっかりですね、こ

れは前回もちょっと提案をさせていただいて調査をしていただいてですね、どう取り組む

のかということを、また検討していただきたいなというふうに思います。 

 それから次にですね、市民課の申請書類の請求について、お伺いをさせていただきたい

と思います。 

 現在はですね、申請書類を取る場合にはですね、市役所に来て申請書類を記入していく

というのが原則だと思いますが、今はなかなか忙しかったりとか時間に来られない。昔は

土曜を半日市役所を開けてしていたりとか、時間延長とか、そういう取り組みを今までや

ってきたことがあると思いますけど、そんなに効果が上がっていないということを聞いて

おります。これからの市民サービスとしてもですね、ニーズが多くなるというふうに思っ

ております。 

 隣の中津市では、対策としてですね、マイナンバーカードを利用して、コンビニで必要

な書類を受け取る機能を導入されたということですが、どれくらいの初期費用が必要なの

か、お伺いをさせていただきます。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民福祉部長、答弁。 

○市民福祉部長 武道和宏君 

 コンビニ交付についての御質問に答える前に、先ほど答弁ができませんでしたガイドブ

ックとカレンダーの経費が分かりましたので、まずそれについて御答弁をし、その後にコ

ンビニ交付について、御答弁をさせていただきたいと思います。 

 それぞれ担当課長のほうから答弁をさせていただきます。 

○副議長 岡本清靖君 

 生活環境課長、答弁。 

○生活環境課長 清原光君 

誠に質問の内容を把握しておりませんで、申し訳ありませんでした。 

 それではですね、平成３０年度なんですけれども、ごみの分別ガイドブックですが、通

常は１万１千部、世帯にあわせて印刷するところなんですが、３年分にしたということで、

１万７千部を印刷しまして、８４万４５６０円かかっております。 

 また、ごみの収集カレンダー、これは月ごと、１日ごとですね、５地区に分けてつくっ

ておりますけれども、それが１万３２００部つくりまして、印刷費が３９万７４４円かか

りまして、公告料が５件の２５万円貰っておりますので、差引き１４万円の支出になった

ところでございます。金額だけでいいですね、はい。 

○副議長 岡本清靖君 

 市民課長、答弁。 
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○市民課長 井上由美君 

 では、続きまして、コンビニ交付の導入経費について、お答えをさせていただきます。 

 コンビニ交付につきましては、住民票だけではなくてですね、税証明や戸籍なども含め

てコンビニ交付することができますが、まず戸籍情報を除いてですね、住民票や税証明に

ついてのコンビニ交付を導入するに当たりましてのシステムの構築費用ですけれども、約

２８００万円と聞いております。これが全て戸籍も含めてのシステム導入になりますと、

約４千万円を見込んでおります。 

 そして、その他経費がシステムの保守に年間約１００万円から２００万円程の経費、後

ですね運営負担金として年間２００万円、そしてまたコンビニ交付をするに当たってです

ね、委託料としてコンビニのほうに１枚につき１１５円という金額をお支払いすることに

なります。以上です。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 かなりの費用が、何千万円という初期投資がかかるということでありますが、ＬＩＮＥ

での申告書類の登録もできるということでですね、その部分については、そんなに費用は

かからないんじゃないかなというふうに思いますが、今回、私が行ったところは、初期投

資、費用がですね、通常やると、無料メッセージが１万５千通送ることによる、ライトプ

ランでは、月額固定費用が５千万円、それからメッセージが１万５千円、追加メッセージ

が１通について５円というかたちで計算ができているんですが、それ以外の、それは片方

だけですが、往復でいくとまた別にかかるという話なんですが、執行部のほうは福岡のほ

うで勉強会があったということなんですが、そのときの費用というのは、また違う会社で

ありますので、どれくらいかかったか、分かれば教えていただきたいなと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 総合政策課長、答弁。 

○総合政策課長 真面春樹君 

 先月、市の職員のほうでＬＩＮＥに関するセミナーがございましたので、それに参加し

ましたことについて、御報告します。 

 福岡市のほうで、この取り組みについて説明がありました。福岡市の先進事例について、

紹介を受けましたけれども、以前にも御案内しましたけれども、福岡市につきましては、

ＬＩＮＥ福岡と包括的提携をしておりまして、ＬＩＮＥによる様々な行政サービスについ

てはモデル的に実施をしておりまして、福岡市としては経費としては発生していない、と

いう状況がございます。 

 ただ、これが当市のほうで取り組むとなるとですね、経費のほうはかかるというふうに
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承知しております。 

 またですね、先ほど１万５千通、５円というようなところがございますが、これは自治

体公式アカウントを取得してのサービスになりますけれども、これにつきましては、市の

ほうからの行政情報の発信、あるいは市民からの通報、いずれかの一方向での業務という

ことになりますので、それ以外の業務、あるいはそれについての相談とかですね、個別の

情報の選択をするとかというようなところにつきましては、またいろいろと経費がかかる

というふうに承知しております。以上です。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 では、費用的には全然分からないということでいいんですかね。 

○副議長 岡本清靖君 

 総合政策課長、答弁。 

○総合政策課長 真面春樹君 

 先ほど申し上げました、相談とかですね、チャット機能ということになりますけども、

そういうオプションにつきましては、初期費用として数十万円、あるいは運用として年間

１００万円単位の費用がかかるというふうに伺っております。 

 また、その後、実証実験、あるいは本導入ということになりますと、また１００万円単

位の経費が必要というふうに承知しています。 

 また、このサービスをですね、利用するに当たりまして、庁内でのシステムを変更する

必要が生じるということも考えられますので、そういったところにも費用が生じるという

ふうに聞いております。以上です。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 いま言った年間１００万円以上かかると、それでシステムを変えなければいけないとい

うことであるんですが、我々は安心・安全を守って市民といかなければいけないと、総合

的にそれだけではなく、全体的に市役所の市民課の申請書類とかいろんなかたちで、それ

から紙ベースが減ってくると思うんですよね。やはりこれからの資源を大切にして、紙ベ

ースを減らしていくと、そしてタイムリーな情報をいち早くいただいて、携帯にどんどん

入れていただければ、そこに記録として残っていますので、安心にその情報を活用できる

のではないかなというふうに思っています。 

そのためにも、いま千葉県市川市は、市民課とか申告、登録費用、登録部分が５０％を

目標とするそうなんですよね。それで人件費の経費節減に取り組んでいくと。それから児
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童手当の手続き、いま児童手当を貰う人たちは、申告、あれは紙で郵送しますよね、それ

でこうやって手続きの紙に書いて、また送り返していただく、こういうのも児童手当の手

続きも、このＬＩＮＥで出来上がるというかたちで、かなり多機能に使えるシステムであ

りますので、どうにか対応ができないのかというふうに私は思っております。 

 これからの多機能に使えるＬＩＮＥを導入してもらって、市長も書いていましたが、Ａ

Ｉでできる仕事はＡＩでやっていただいて、市の職員は、企業立案や対人関係に特化して

いただくかたちでやっていかないといけないんじゃないかなと、まだいろんな仕事が増え

てくると思います。やはり人間関係がうまくいっていないところも結構、市民ともあるん

じゃないかなというふうに思いますので、市長としてどのように考えられるか、お伺いを

したいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 市長、答弁。 

○市長 後藤元秀君 

 まさに最先端技術をどのように生かして市民サービスを向上させるのか、そして市の職

員の負担を軽減し、働き方改革を実現できる、そういう方向に持っていかなければならな

いと思います。 

 御提案いただいておりますＬＩＮＥ、その辺のところはですね、しっかり研究をしてい

かなければと。ただ費用がですね、より発信・受信、双方向でのコミュニティをやると凄

い多額の費用がかかるというのは、もう目に見えております。ただ、ある意味ではですね、

一方通行ですと無料というか経費が非常に安くなります。一方通行で別の手段で情報交換

という手もあるんではないかと。片方ですと、ほぼ無料でできる。 

 例えば発信は無料で、それを受けた市民の皆さんの反応は、申し訳ないですがホームペ

ージを見てください、もしくはフェイスブックを見てください、というような約束事がう

まくいけば、もしかしたら経費をかけずに、そういう情報交換だけですと画面を通しても

できる可能性がありますので、研究する余地があるんではないかなと思います。 

 ただ、セキュリティ問題というのがございますので、そういう意味では、本当に本人確

認という意味では、マイナンバーカードの普及というのが前提になってくると思います。

マイナンバーカードを普及し、ＳＮＳをこなせる人たちがどのくらいいるのか、またそう

いう人たちを増やすことによって、投資対効果が非常に出るという、そういう状況が見え

てこなければ、なかなか今の財政状況の中で、あれもこれもというサービスは難しいんじ

ゃないかと思っております。 

 御提言いただきましたこと、まさに最先端技術ＡＩによって失う仕事、つくられる仕事

もいろいろあろうと思いますが、私たちのいま現在の働き方改革の方向も見据えながら、

しっかり導入できるところは導入していく、そういう方向でいかなければと思っておりま
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す。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 いい提案をいただきまして、ありがとうございました。往復でやると、かなり費用もか

かりますので、私も数回、１回とか何回か決めて往復を限定していくとか、そういうシス

テムをやっていかないといけないかなというふうには思っておりますが、これからの仕事、

仕事量、仕事の見直しを行っていただいて、やはりできる部分はＡＩに移管し、職員はや

っぱり市民への細かな対応を行う、それからやはり我々はアナログ化でやっていくという

かたちですね、特価していかないといけないんじゃないかなというふうに思います。 

 それからこのＡＩ・ＬＩＮＥなんかを使ってですね、教育長は、きょうはあるんですけ

ど、お祖父ちゃん・お祖母ちゃんたちも一緒に連絡をとって、そしてつながりができるよ

うに、いま核家族になって大変に子どもたちも心配、不安なところがあると思います。そ

ういうのを顔が見えたり、そうすると、お祖父ちゃん・お祖母ちゃんたちも喜んでいただ

く。そういうかたちでですね、皆で子どもたちを取り組むというかたちをとっていただけ

ればありがたいかなというふうに思いますが、そういう部分について、教育長、ちょっと

一言、何か提案があれば教えていただきたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 教育長、答弁。 

○教育長 中島孝博君 

 教育環境整備の中で、ＩＣＴの急激な整備の方向も政府がまた新たな提案も示している

と聞いております。その中で、一人１台タブレットという実現を、計画を大幅に繰り上げ

て進めようというふうな話が出てきております。その活用をするには、学校でタブレット

を使うだけじゃなくて、それを持ち帰るというようなことも今後検討されるということも

聞いておりますので、そうなった場合、子どもたちが家庭でもネットにつながる環境を扱

うということになってくると思いますので、そういったことも研究しながら、いま議員が

おっしゃったＳＮＳ等を通していろんなコミュニケーションを取るということも考えてい

くときがくるのかなと、そういうことをしっかり研究してまいりたいと思います。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤議員。 

○１１番 尾澤満治君 

 本当に我々はＡＩに使われるのじゃなくて、うまく使っていただく。そして自分たちが

できることは常にコミュニケーションを取ってアナログ化で僕はいったほうがいいんじゃ

ないかなというふうに思いますので、いろんな取り組みが今からあると思います。そこは
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いいところはどんどん取り入れていただいて、悪い部分はなくすと。ＡＩが何か悪いほう

にということで、いま子どもたちも悪循環のところにいっているんで、それを利用してい

きながら大人がカバーしていただく今からの行政になっていただきたいなというふうに思

いますので、これからよろしくお願いしまして、私の質問を終わらせていただきます。 

 ありがとうございました。 

○副議長 岡本清靖君 

 尾澤満治議員の質問が終わりました。 

これより、本日の一般質問に対する関連質問に入ります。 

関連質問は、答弁を含め、一人１０分以内であります。 

関連質問はありませんか。 

（「なし」の声あり） 

それでは、一般質問に対する関連質問を終わります。 

 以上で本日の日程は、全て終了いたしました。よって、本日はこれにて散会いたします。 

 皆さん、お疲れ様でした。 

散会 １５時２０分 


